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1．大気汚染防止法、同施行令・施行規則における関係規定 

 

○ 大気汚染防止法 

（定義等） 

第二条 

７ この法律において「粉じん」とは、物の破砕、選別その他の機械的処理又はたい積に

伴い発生し、又は飛散する物質をいう。 

８ この法律において「特定粉じん」とは、粉じんのうち、石綿その他の人の健康に係る

被害を生ずるおそれがある物質で政令で定めるものをいい、「一般粉じん」とは、特定粉

じん以外の粉じんをいう。 

11 この法律において「特定粉じん排出等作業」とは、吹付け石綿その他の特定粉じんを

発生し、又は飛散させる原因となる建築材料で政令で定めるもの（以下「特定建築材料」

という。）が使用されている建築物その他の工作物（以下「建築物等」という。）を解体

し、改造し、又は補修する作業のうち、その作業の場所から排出され、又は飛散する特

定粉じんが大気の汚染の原因となるもので政令で定めるものをいう。 

 

（作業基準） 

第十八条の十四 特定粉じん排出等作業に係る規制基準（以下「作業基準」という。）は、

特定粉じんの種類及び特定粉じん排出等作業の種類ごとに、特定粉じん排出等作業の方

法に関する基準として、環境省令で定める。 

  

（特定粉じん排出等作業の実施の届出） 

第十八条の十五 特定粉じん排出等作業を伴う建設工事（以下「特定工事」という。）の発

注者（建設工事（他の者から請け負つたものを除く。）の注文者をいう。以下同じ。）又

は特定工事を請負契約によらないで自ら施工する者（次項において「特定工事の発注者

等」という。）は、特定粉じん排出等作業の開始の日の十四日前までに、環境省令で定め

るところにより、次に掲げる事項を都道府県知事に届け出なければならない。ただし、

災害その他非常の事態の発生により特定粉じん排出等作業を緊急に行う必要がある場

合は、この限りでない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 特定工事を施工する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表 

者の氏名 

三 特定工事の場所 

四 特定粉じん排出等作業の種類 

五 特定粉じん排出等作業の実施の期間 

六 特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の部分における特定建築材料の種類 

並びにその使用箇所及び使用面積 

七 特定粉じん排出等作業の方法 

２ 前項ただし書の場合において、当該特定粉じん排出等作業を伴う特定工事の発注者等

は、速やかに、同項各号に掲げる事項を都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 前二項の規定による届出には、当該特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の配

置図その他の環境省令で定める事項を記載した書類を添付しなければならない。 
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（計画変更命令） 

第十八条の十六 都道府県知事は、前条第一項の規定による届出があつた場合において、

その届出に係る特定粉じん排出等作業の方法が作業基準に適合しないと認めるときは、

その届出を受理した日から十四日以内に限り、その届出をした者に対し、その届出に係

る特定粉じん排出等作業の方法に関する計画の変更を命ずることができる。 

 

（解体等工事に係る調査及び説明等） 

第十八条の十七 建築物等を解体し、改造し、又は補修する作業を伴う建設工事（当該建

設工事が特定工事に該当しないことが明らかなものとして環境省令で定めるものを除

く。以下「解体等工事」という。）の受注者（他の者から請け負つた解体等工事の受注者

を除く。次項及び第二十六条第一項において同じ。）は、当該解体等工事が特定工事に該

当するか否かについて調査を行うとともに、環境省令で定めるところにより、当該解体

等工事の発注者に対し、当該調査の結果について、環境省令で定める事項を記載した書

面を交付して説明しなければならない。この場合において、当該解体等工事が特定工事

に該当するときは、第十八条の十五第一項第四号から第七号までに掲げる事項その他環

境省令で定める事項を書面に記載して、これらの事項について説明しなければならない。 

２ 前項前段の場合において、解体等工事の発注者は、当該解体等工事の受注者が行う同

項の規定による調査に要する費用を適正に負担することその他当該調査に関し必要な

措置を講ずることにより、当該調査に協力しなければならない。 

３ 解体等工事を請負契約によらないで自ら施工する者（第二十六条第一項において「自

主施工者」という。）は、当該解体等工事が特定工事に該当するか否かについて調査を行

わなければならない。 

４ 第一項及び前項の規定による調査を行つた者は、当該調査に係る解体等工事を施工す

るときは、環境省令で定めるところにより、当該調査の結果その他環境省令で定める事

項を、当該解体等工事の場所において公衆に見やすいように掲示しなければならない。 

 

（作業基準の遵守義務） 

第十八条の十八 特定工事を施工する者は、当該特定工事における特定粉じん排出等作業

について、作業基準を遵守しなければならない。 

 

（作業基準適合命令等） 

第十八条の十九 都道府県知事は、特定工事を施工する者が当該特定工事における特定粉

じん排出等作業について作業基準を遵守していないと認めるときは、その者に対し、期

限を定めて当該特定粉じん排出等作業について作業基準に従うべきことを命じ、又は当

該特定粉じん排出等作業の一時停止を命ずることができる。 

 

（発注者の配慮） 

第十八条の二十 特定工事の発注者は、当該特定工事を施工する者に対し、施工方法、工

期、工事費その他当該特定工事の請負契約に関する事項について、作業基準の遵守を妨

げるおそれのある条件を付さないように配慮しなければならない。 

 



3 

（報告及び検査） 

第二十六条 環境大臣又は都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、政令

で定めるところにより、ばい煙発生施設を設置している者、特定施設を工場若しくは事

業場に設置している者、揮発性有機化合物排出施設を設置している者、一般粉じん発生

施設を設置している者、特定粉じん排出者若しくは解体等工事の発注者若しくは受注者、

自主施工者若しくは特定工事を施工する者に対し、ばい煙発生施設の状況、特定施設の

事故の状況、揮発性有機化合物排出施設の状況、一般粉じん発生施設の状況、特定粉じ

ん発生施設の状況、解体等工事に係る建築物等の状況、特定粉じん排出等作業の状況そ

の他必要な事項の報告を求め、又はその職員に、ばい煙発生施設を設置している者、特

定施設を工場若しくは事業場に設置している者、揮発性有機化合物排出施設を設置して

いる者、一般粉じん発生施設を設置している者若しくは特定粉じん排出者の工場若しく

は事業場若しくは解体等工事に係る建築物等若しくは解体等工事の現場に立ち入り、ば

い煙発生施設、ばい煙処理施設、特定施設、揮発性有機化合物排出施設、一般粉じん発

生施設、特定粉じん発生施設、解体等工事に係る建築物等その他の物件を検査させるこ

とができる。 

２ 前項の規定による環境大臣による報告の徴収又はその職員による立入検査は、大気の

汚染により人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることを防止するため緊急の必要

があると認められる場合に行うものとする。 

３ 第一項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人

に提示しなければならない。 

４ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

 

（資料の提出の要求等） 

第二十八条 環境大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関

係地方公共団体の長に対し、必要な資料の提出及び説明を求めることができる。 

２ 都道府県知事は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係行

政機関の長又は関係地方公共団体の長に対し、ばい煙発生施設、揮発性有機化合物排出

施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生施設若しくは特定粉じん排出等作業の状況

等に関する資料の送付その他の協力を求め、又はばい煙、揮発性有機化合物若しくは粉

じんによる大気の汚染の防止に関し意見を述べることができる。 

 

（環境大臣の指示） 

第二十八条の二 環境大臣は、大気の汚染により人の健康に係る被害が生ずることを防止

するため緊急の必要があると認めるときは、都道府県知事又は第三十一条第一項の政令

で定める市（特別区を含む。）の長に対し、次に掲げる事務に関し必要な指示をすること

ができる。 

一 第九条、第九条の二、第十四条第一項及び第三項、第十五条第二項、第十五条の二

第二項、第十七条第三項、第十七条の八、第十七条の十一、第十八条の四、第十八条

の八、第十八条の十一、第十八条の十六、第十八条の十九並びに第二十三条第二項の

規定による命令に関する事務 
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第三十三条の二 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は五十万円以下

の罰金に処する。 

二 第十七条第三項、第十八条の四、第十八条の十六、第十八条の十九又は第二十三条

第二項の規定による命令に違反した者 

 

第三十四条 次の各号のいずれかに該当する者は、三月以下の懲役又は三十万円以下の罰

金に処する。 

一 第六条第一項、第八条第一項、第十七条の五第一項、第十七条の七第一項、第十八

条の六第一項若しくは第三項又は第十八条の十五第一項の規定による届出をせず、又

は虚偽の届出をした者 

 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

四 第二十六条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

 

第三十六条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務に関し、前四条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その

法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

 

第三十七条 第十一条若しくは第十二条第三項（これらの規定を第十七条の十三第二項又

は第十八条の十三第二項において準用する場合を含む。）又は第十八条の十五第二項の

規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、十万円以下の過料に処する。 
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○ 大気汚染防止法施行令 

（特定粉じん） 

第二条の四 法第二条第九項の政令で定める物質は、石綿とする。 

 

（特定建築材料） 

第三条の三 法第二条第十二項の政令で定める建築材料は、次に掲げる建築材料とする。 

一 吹付け石綿 

二 石綿を含有する断熱材、保温材及び耐火被覆材（前号に掲げるものを除く。） 

 

（特定粉じん排出等作業） 

第三条の四 法第二条第十二項の政令で定める作業は、次に掲げる作業とする。 

一 特定建築材料が使用されている建築物その他の工作物（以下「建築物等」という。）

を解体する作業 

二 特定建築材料が使用されている建築物等を改造し、又は補修する作業 

 

（報告及び検査） 

第十二条 

７ 環境大臣又は都道府県知事は、法第二十六条第一項の規定により、解体等工事の発注

者に対し、法第十八条の十五第一項第四号から第七号までに掲げる事項、同条第三項の

環境省令で定める事項及び法第十八条の十七第一項 の規定による調査について報告を

求めることができる。 

８ 環境大臣又は都道府県知事は、法第二十六条第一項の規定により、解体等工事の受注

者に対し法第十八条の十七第一項の規定による調査について、自主施工者に対し法第十

八条の十五第一項第四号から第七号までに掲げる事項、同条第三項の環境省令で定める

事項及び法第十八条の十七第三項の規定による調査について、それぞれ報告を求め、又

はその職員に、解体等工事に係る建築物等若しくは解体等工事の現場に立ち入り、解体

等工事に係る建築物等、解体等工事により生じた廃棄物その他の物及び関係帳簿書類を

検査させることができる。 

９ 環境大臣又は都道府県知事は、法第二十六条第一項の規定により、特定工事を施工す

る者（特定工事を請負契約によらないで自ら施工する者を除く。）に対し、特定粉じん排

出等作業の対象となる建築物等の部分における特定建築材料の種類並びにその使用箇

所及び使用面積、特定粉じん排出等作業の方法並びに法第十八条の十五第三項の環境省

令で定める事項について報告を求め、又はその職員に、特定工事に係る建築物等若しく

は特定工事の現場に立ち入り、特定粉じん排出等作業に使用される機械器具及び資材

（特定粉じんの排出又は飛散を抑制するためのものを含む。）を検査させることができ

る。 
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○ 大気汚染防止法施行規則 

（特定粉じん排出等作業の実施の届出） 

第十条の四 法第十八条の十五第一項及び第二項の規定による届出は、様式第三の四によ

る届出書によつてしなければならない。 

２ 法第十八条の十五第三項の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の概要、配置図及び付近の状況 

二 特定粉じん排出等作業の工程を明示した特定工事の工程の概要 

三 特定工事を施工する者の現場責任者の氏名及び連絡場所 

四 下請負人が特定粉じん排出等作業を実施する場合の当該下請負人の現場責任者の

氏名及び連絡場所 

 

（届出書の提出部数等） 

第十三条 法の規定による届出は、届出書の正本にその写し一通を添えてしなければなら

ない。 

４ 二以上の特定粉じん排出等作業についての法の規定による届出は、当該二以上の特定

粉じん排出等作業が同一の建築物等について行われる場合又は当該二以上の特定粉じ

ん排出等作業が同一の工場若しくは事業場において行われる場合に限り、一の届出書に

よつて届出をすることができる。 

 

（作業基準） 

第十六条の四 石綿に係る法第十八条の十四 の作業基準は、次のとおりとする。 

一 特定粉じん排出等作業を行う場合は、見やすい箇所に次に掲げる事項を表示した掲

示板を設けること。 

イ 法第十八条の十五第一項 又は第二項 の届出年月日及び届出先、届出者の氏名又

は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

ロ 特定工事を施工する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表

者の氏名 

ハ 特定粉じん排出等作業の実施の期間 

ニ 特定粉じん排出等作業の方法 

ホ 特定工事を施工する者の現場責任者の氏名及び連絡場所 

二 前号に定めるもののほか、別表第七の中欄に掲げる作業の種類ごとに同表の下欄に

掲げるとおりとする。 

 

（特定工事に該当しないことが明らかな建設工事） 

第十六条の五 法第十八条の十七第一項 の環境省令で定める建設工事は、次に掲げる建

設工事とする。 

一 平成十八年九月一日以後に設置の工事に着手した建築物等を解体し、改造し、又は

補修する作業を伴う建設工事であつて、当該建築物等以外の建築物等を解体し、改造

し、又は補修する作業を伴わないもの 

二 建築物等のうち平成十八年九月一日以後に改造又は補修の工事に着手した部分を

改造し、又は補修する作業を伴う建設工事であつて、当該部分以外の部分を改造し、

若しくは補修し、又は当該建築物等以外の建築物等（平成十八年九月一日以後に設置



7 

の工事に着手した建築物等を除く。）を解体し、改造し、若しくは補修する作業を伴わ

ないもの 

 

（解体等工事に係る説明の時期） 

第十六条の六 法第十八条の十七第一項の規定による説明は、解体等工事の開始の日まで

に（当該解体等工事が特定工事に該当し、かつ、特定粉じん排出等作業を当該特定工事

の開始の日から十四日以内に開始する場合にあつては、当該特定粉じん排出等作業の開

始の日の十四日前までに）行うものとする。ただし、災害その他非常の事態の発生によ

り解体等工事を緊急に行う必要がある場合にあつては、速やかに行うものとする。 

 

（解体等工事に係る説明の事項） 

第十六条の七 法第十八条の十七第一項前段の環境省令で定める事項は、次のとおりとす

る。 

一 調査を終了した年月日 

二 調査の方法 

三 調査の結果 

 

（特定工事に係る説明の事項） 

第十六条の八  法第十八条の十七第一項後段の環境省令で定める事項は、第十条の四第

二項各号に掲げる事項とする。 

 

（解体等工事に係る掲示の方法） 

第十六条の九 法第十八条の十七第四項の規定による掲示は、掲示板を設けることにより

行うものとする。 

 

（解体等工事に係る掲示の事項） 

第十六条の十 法第十八条の十七第四項の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 法第十八条の十七第一項 又は第三項 の規定による調査を行つた者の氏名又は名

称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 調査を終了した年月日 

三 調査の方法 

四 解体等工事が特定工事に該当する場合は、特定粉じん排出等作業の対象となる建築

物等の部分における特定建築材料の種類 
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別表第七 （第十六条の四関係） 

一 令第三条の四第一号に掲げる

作業（次項又は三の項に掲げ

るものを除く。） 

次に掲げる事項を遵守して作業の対象となる建築物

等に使用されている特定建築材料を除去するか、又

はこれと同等以上の効果を有する措置を講ずるこ

と。 

イ 特定建築材料の除去を行う場所（以下「作業場」

という。）を他の場所から隔離し、作業場の出入口

に前室を設置すること。 

ロ 作業場及び前室を負圧に保ち、作業場及び前室

の排気に日本工業規格Ｚ八一二二に定めるＨＥＰ

Ａフィルタを付けた集じん・排気装置を使用する

こと。 

ハ イの規定により隔離を行つた作業場において初

めて特定建築材料の除去を行う日の当該除去の開

始前に、使用する集じん・排気装置が正常に稼働

することを使用する場所において確認し、異常が

認められた場合は、集じん・排気装置の補修その

他の必要な措置を講ずること。 

ニ 特定建築材料の除去を行う日の当該除去の開始

前に、作業場及び前室が負圧に保たれていること

を確認し、異常が認められた場合は、集じん・排

気装置の補修その他の必要な措置を講ずること。 

ホ 除去する特定建築材料を薬液等により湿潤化す

ること。  

ヘ イの規定により隔離を行つた作業場において初

めて特定建築材料の除去を行う日の当該除去の開

始後速やかに、使用する集じん・排気装置の排気

口において、粉じんを迅速に測定できる機器を用

いることにより集じん・排気装置が正常に稼働す

ることを確認し、異常が認められた場合は、直ち

に当該除去を中止し、集じん・排気装置の補修そ

の他の必要な措置を講ずること。 

ト ハ、ニ及びヘの確認をした年月日、確認の方法、

確認の結果並びに確認した者の氏名並びに確認の

結果に基づいて補修等の措置を講じた場合は、当

該措置の内容を記録し、その記録を特定工事が終

了するまでの間保存すること。 

チ 特定建築材料の除去後、作業場の隔離を解くに

当たつては、特定建築材料を除去した部分に特定

粉じんの飛散を抑制するための薬液等を散布する

とともに作業場内の特定粉じんを処理すること。 

二 令第三条の四第一号に掲げる

作業のうち、令第三条の三第

二号に掲げる建築材料を除去

次に掲げる事項を遵守して作業の対象となる建築物

等に使用されている特定建築材料を除去するか、又

はこれと同等以上の効果を有する措置を講ずるこ



9 

する作業であつて、特定建築

材料を掻き落とし、切断、又

は破砕以外の方法で除去する

もの（次項に掲げるものを除

く。） 

と。 

イ 特定建築材料の除去を行う部分の周辺を事前に

養生すること。 

ロ 除去する特定建築材料を薬液等により湿潤化す

ること。 

ハ 特定建築材料の除去後、養生を解くに当たつて

は、特定建築材料を除去した部分に特定粉じんの

飛散を抑制するための薬液等を散布するとともに

作業場内の特定粉じんを処理すること。 

三 令第三条の四第一号に掲げる

作業のうち、人が立ち入るこ

とが危険な状態の建築物等を

解体する作業その他の建築物

等の解体に当たりあらかじめ

特定建築材料を除去すること

が著しく困難な作業 

作業の対象となる建築物等に散水するか、又はこれ

と同等以上の効果を有する措置を講ずること。 

四 令第三条の四第二号に掲げる

作業 

次に掲げる事項を遵守して作業の対象となる建築物

等の部分に使用されている特定建築材料を除去し、

囲い込み、若しくは封じ込めるか、又はこれらと同

等以上の効果を有する措置を講ずること。 

イ 特定建築材料を掻き落とし、切断、又は破砕に

より除去する場合は一の項下欄イからチまでに掲げ

る事項を遵守することとし、これら以外の方法で除

去する場合は二の項下欄イからハまでに掲げる事項

を遵守すること。 

ロ 特定建築材料を囲い込み、又は封じ込めるに当

たつては、当該特定建築材料の劣化状態及び下地と

の接着状態を確認し、劣化が著しい場合、又は下地

との接着が不良な場合は、当該特定建築材料を除去

すること。 
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＜届出様式＞ 
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2．労働安全衛生法及び石綿障害予防規則における関係規定 

 

○ 労働安全衛生法 

（作業主任者） 

第十四条 事業者は、高圧室内作業その他の労働災害を防止するための管理を必要とする

作業で、政令で定めるものについては、都道府県労働局長の免許を受けた者又は都道府

県労働局長の登録を受けた者が行う技能講習を修了した者のうちから、厚生労働省令で

定めるところにより、当該作業の区分に応じて、作業主任者を選任し、その者に当該作

業に従事する労働者の指揮その他の厚生労働省令で定める事項を行わせなければなら

ない。 

 

（事業者の講ずべき措置等） 

第二十二条 事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

一 原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害 

 

第二十六条 労働者は、事業者が第二十条から第二十五条まで及び前条第一項の規定に基

づき講ずる措置に応じて、必要な事項を守らなければならない。 

 

（定期自主検査） 

第四十五条 事業者は、ボイラーその他の機械等で、政令で定めるものについて、厚生労

働省令で定めるところにより、定期に自主検査を行ない、及びその結果を記録しておか

なければならない。 

 

（計画の届出等） 

第八十八条 

３ 事業者は、建設業その他政令で定める業種に属する事業の仕事（建設業に属する事業

にあつては、前項の厚生労働省令で定める仕事を除く。）で、厚生労働省令で定めるもの

を開始しようとするときは、その計画を当該仕事の開始の日の十四日前までに、厚生労

働省令で定めるところにより、労働基準監督署長に届け出なければならない。 

６ 労働基準監督署長は第一項又は第三項の規定による届出があつた場合において、厚生

労働大臣は第二項の規定による届出があつた場合において、それぞれ当該届出に係る事

項がこの法律又はこれに基づく命令の規定に違反すると認めるときは、当該届出をした

事業者に対し、その届出に係る工事若しくは仕事の開始を差し止め、又は当該計画を変

更すべきことを命ずることができる。 

７ 厚生労働大臣又は労働基準監督署長は、前項の規定による命令（第二項又は第三項の

規定による届出をした事業者に対するものに限る。）をした場合において、必要があると

認めるときは、当該命令に係る仕事の発注者（当該仕事を自ら行う者を除く。）に対し、

労働災害の防止に関する事項について必要な勧告又は要請を行うことができる。 

 

（厚生労働大臣の審査等） 

第八十九条 厚生労働大臣は、前条第一項から第三項までの規定による届出（次条を除き、

以下「届出」という。）があつた計画のうち、高度の技術的検討を要するものについて審
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査をすることができる。 

２ 厚生労働大臣は、前項の審査を行なうに当たつては、厚生労働省令で定めるところに

より、学識経験者の意見をきかなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、第一項の審査の結果必要があると認めるときは、届出をした事業者

に対し、労働災害の防止に関する事項について必要な勧告又は要請をすることができる。 

４ 厚生労働大臣は、前項の勧告又は要請をするに当たつては、あらかじめ、当該届出を

した事業者の意見をきかなければならない。 

５ 第二項の規定により第一項の計画に関してその意見を求められた学識経験者は、当該

計画に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（都道府県労働局長の審査等） 

第八十九条の二 都道府県労働局長は、第八十八条第一項又は第三項の規定による届出が

あつた計画のうち、前条第一項の高度の技術的検討を要するものに準ずるものとして当

該計画に係る建設物若しくは機械等又は仕事の規模その他の事項を勘案して厚生労働

省令で定めるものについて審査をすることができる。ただし、当該計画のうち、当該審

査と同等の技術的検討を行つたと認められるものとして厚生労働省令で定めるものに

ついては、当該審査を行わないものとする。 

２ 前条第二項から第五項までの規定は、前項の審査について準用する。 

 

（使用停止命令等） 

第九十八条 都道府県労働局長又は労働基準監督署長は、第二十条から第二十五条まで、

第二十五条の二第一項、第三十条の三第一項若しくは第四項、第三十一条第一項、第三

十一条の二、第三十三条第一項又は第三十四条の規定に違反する事実があるときは、そ

の違反した事業者、注文者、機械等貸与者又は建築物貸与者に対し、作業の全部又は一

部の停止、建設物等の全部又は一部の使用の停止又は変更その他労働災害を防止するた

め必要な事項を命ずることができる。 

４ 都道府県労働局長又は労働基準監督署長は、請負契約によつて行われる仕事について

第一項の規定による命令をした場合において、必要があると認めるときは、当該仕事の

注文者（当該仕事が数次の請負契約によつて行われるときは、当該注文者の請負契約の

先次のすべての請負契約の当事者である注文者を含み、当該命令を受けた注文者を除

く。）に対し、当該違反する事実に関して、労働災害を防止するため必要な事項について

勧告又は要請を行うことができる。 
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○ 労働安全衛生法施行令 

（作業主任者を選任すべき作業） 

第六条 法第十四条の政令で定める作業は、次のとおりとする。 

二十三 石綿若しくは石綿をその重量の〇・一パーセントを超えて含有する製剤その他

の物（以下「石綿等」という。）を取り扱う作業（試験研究のため取り扱う作業を除く。）

又は石綿等を試験研究のため製造する作業 

 

（定期に自主検査を行うべき機械等） 

第十五条 法第四十五条第一項の政令で定める機械等は、次のとおりとする。 

九 局所排気装置、プッシュプル型換気装置、除じん装置、排ガス処理装置及び排液処

理装置で、厚生労働省令で定めるもの 

 

 

 

○ 労働安全衛生規則 

（仕事の範囲） 

第九十条 法第八十八条第三項の厚生労働省令で定める仕事は、次のとおりとする。 

五の二 建築基準法 （昭和二十五年法律第二百一号）第二条第九号の二に規定する耐火

建築物（第二百九十三条において「耐火建築物」という。）又は同法第二条第九号の三

に規定する準耐火建築物（第二百九十三条において「準耐火建築物」という。）で、石

綿等が吹き付けられているものにおける石綿等の除去の作業を行う仕事 

 

（建設業に係る計画の届出） 

第九十一条 建設業に属する事業の仕事について法第八十八条第二項の規定による届出を

しようとする者は、様式第二十一号による届書に次の書類及び圧気工法による作業を行

う仕事に係る場合にあつては圧気工法作業摘要書（様式第二十一号の二）を添えて厚生

労働大臣に提出しなければならない。ただし、圧気工法作業摘要書を提出する場合にお

いては、次の書類の記載事項のうち圧気工法作業摘要書の記載事項と重複する部分の記

入は、要しないものとする。 

一 仕事を行う場所の周囲の状況及び四隣との関係を示す図面 

二 建設等をしようとする建設物等の概要を示す図面 

三 工事用の機械、設備、建設物等の配置を示す図面 

四 工法の概要を示す書面又は図面 

五 労働災害を防止するための方法及び設備の概要を示す書面又は図面 

六 工程表 

２ 前項の規定は、法第八十八条第三項の規定による届出について準用する。この場合に

おいて、同項中「厚生労働大臣」とあるのは、「所轄労働基準監督署長」と読み替えるも

のとする。 
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○ 石綿障害予防規則 

（定義） 

第二条 この省令において「石綿等」とは、労働安全衛生法施行令（以下「令」という。）

第六条第二十三号に規定する石綿等をいう。 

 

（事前調査） 

第三条 事業者は、次に掲げる作業を行うときは、石綿等による労働者の健康障害を防止

するため、あらかじめ、当該建築物、工作物又は船舶（鋼製の船舶に限る。以下同じ。）

について、石綿等の使用の有無を目視、設計図書等により調査し、その結果を記録して

おかなければならない。 

一 建築物、工作物又は船舶の解体、破砕等の作業（石綿等の除去の作業を含む。以下

「解体等の作業」という。） 

二 第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業 

２ 事業者は、前項の調査を行つたにもかかわらず、当該建築物、工作物又は船舶につい

て石綿等の使用の有無が明らかとならなかつたときは、石綿等の使用の有無を分析によ

り調査し、その結果を記録しておかなければならない。ただし、当該建築物、工作物又

は船舶について石綿等が吹き付けられていないことが明らかである場合において、事業

者が、当該建築物、工作物又は船舶について石綿等が使用されているものとみなして労

働安全衛生法 （以下「法」という。）及びこれに基づく命令に規定する措置を講ずると

きは、この限りでない。 

３ 事業者は、第一項各号に掲げる作業を行う作業場には、次の事項を、作業に従事する

労働者が見やすい箇所に掲示しなければならない。 

一 第一項の調査（前項の調査を行つた場合にあつては、前二項の調査。次号において

同じ。）を終了した年月日 

二 第一項の調査の方法及び結果の概要 

 

（作業計画） 

第四条 事業者は、次に掲げる作業を行うときは、石綿等による労働者の健康障害を防止

するため、あらかじめ、作業計画を定め、かつ、当該作業計画により作業を行わなけれ

ばならない。 

一 石綿等が使用されている建築物、工作物又は船舶の解体等の作業 

二 第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業 

２ 前項の作業計画は、次の事項が示されているものでなければならない。 

一 作業の方法及び順序 

二 石綿等の粉じんの発散を防止し、又は抑制する方法 

三 作業を行う労働者への石綿等の粉じんのばく露を防止する方法 

３ 事業者は、第一項の作業計画を定めたときは、前項各号の事項について関係労働者に

周知させなければならない。 

 

（作業の届出） 

第五条 事業者は、次に掲げる作業を行うときは、あらかじめ、様式第一号による届書に

当該作業に係る建築物、工作物又は船舶の概要を示す図面を添えて、当該事業場の所在



16 

地を管轄する労働基準監督署長（以下「所轄労働基準監督署長」という。）に提出しなけ

ればならない。 

一 壁、柱、天井等に石綿等が使用されている保温材、耐火被覆材（耐火性能を有する

被覆材をいう。）等（以下単に「保温材、耐火被覆材等」という。）が張り付けられた

建築物、工作物又は船舶の解体等の作業（石綿等の粉じんを著しく発散するおそれが

あるものに限る。）を行う場合における当該保温材、耐火被覆材等を除去する作業 

二 第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業（保温材、耐火被

覆材等の封じ込め又は囲い込みの作業にあつては、石綿等の粉じんを著しく発散する

おそれがあるものに限る。以下次条第一項第三号において同じ。） 

三 前二号に掲げる作業に類する作業 

２ 前項の規定は、法第八十八条第三項 の規定による届出をする場合にあつては、適用し

ない。 

 

（吹き付けられた石綿等の除去等に係る措置） 

第六条 事業者は、次の各号のいずれかの作業に労働者を従事させるときは、次項に定め

る措置を講じなければならない。ただし、当該措置と同等以上の効果を有する措置を講

じたときは、この限りでない。 

一 壁、柱、天井等に石綿等が吹き付けられた建築物又は船舶の解体等の作業を行う場

合における当該石綿等を除去する作業 

二 前条第一項第一号に掲げる作業（第十三条第一項第一号に掲げる作業を伴うものに

限る。） 

三 第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業（囲い込みの作業

にあつては、第十三条第一項第一号に掲げる作業を伴うものに限る。） 

２ 事業者が講ずる前項本文の措置は、次の各号に掲げるものとする。 

一 前項各号に掲げる作業を行う作業場所（以下この項において「石綿等の除去等を行

う作業場所」という。）を、それ以外の作業を行う作業場所から隔離すること。 

二 石綿等の除去等を行う作業場所にろ過集じん方式の集じん・排気装置を設け、排気

を行うこと。 

三 石綿等の除去等を行う作業場所の出入口に前室、洗身室及び更衣室を設置すること。

これらの室の設置に当たつては、石綿等の除去等を行う作業場所から労働者が退出す

るときに、前室、洗身室及び更衣室をこれらの順に通過するように互いに連接させる

こと。 

四 石綿等の除去等を行う作業場所及び前号の前室を負圧に保つこと。 

五 第一号の規定により隔離を行つた作業場所において初めて前項各号に掲げる作業

を行う場合には、当該作業を開始した後速やかに、第二号のろ過集じん方式の集じん・

排気装置の排気口からの石綿等の漏えいの有無を点検すること。 

六 その日の作業を開始する前に、第三号の前室が負圧に保たれていることを点検する

こと。 

七 前二号の点検を行つた場合において、異常を認めたときは、直ちに前項各号に掲げ

る作業を中止し、ろ過集じん方式の集じん・排気装置の補修又は増設その他の必要な

措置を講ずること。 

３ 事業者は、前項第一号の規定により隔離を行つたときは、隔離を行つた作業場所内の
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石綿等の粉じんを処理するとともに、第一項第一号又は第二号に掲げる作業を行つた場

合にあつては、吹き付けられた石綿等又は張り付けられた保温材、耐火被覆材等を除去

した部分を湿潤化した後でなければ、隔離を解いてはならない。 

 

（保温材、耐火被覆材等の除去等に係る措置） 

第七条 事業者は、次に掲げる作業に労働者を従事させるときは、当該作業場所に当該作

業に従事する労働者以外の者（第十四条に規定する措置が講じられた者を除く。）が立ち

入ることを禁止し、かつ、その旨を見やすい箇所に表示しなければならない。 

一 第五条第一項第一号に掲げる作業（第十三条第一項第一号に掲げる作業を伴うもの

を除く。） 

二 第十条第一項の規定による石綿等の囲い込みの作業（第十三条第一項第一号に掲げ

る作業を伴うものを除き、保温材、耐火被覆材等の囲い込みの作業にあつては、石綿

等の粉じんを著しく発散するおそれがあるものに限る。） 

２ 特定元方事業者（法第十五条第一項 の特定元方事業者をいう。）は、その労働者及び

関係請負人（法第十五条第一項 の関係請負人をいう。以下この項において同じ。）の労

働者の作業が、前項各号に掲げる作業と同一の場所で行われるときは、当該作業の開始

前までに、関係請負人に当該作業の実施について通知するとともに、作業の時間帯の調

整等必要な措置を講じなければならない。 

 

（石綿等の使用の状況の通知） 

第八条 第三条第一項各号に掲げる作業を行う仕事の発注者（注文者のうち、その仕事を

他の者から請け負わないで注文している者をいう。）は、当該仕事の請負人に対し、当該

仕事に係る建築物、工作物又は船舶における石綿等の使用状況等を通知するよう努めな

ければならない。 

 

（建築物の解体工事等の条件） 

第九条 第三条第一項各号に掲げる作業を行う仕事の注文者は、石綿等の使用の有無の調

査、当該作業等の方法、費用又は工期等について、法及びこれに基づく命令の規定の遵

守を妨げるおそれのある条件を付さないように配慮しなければならない。 

 

第十条 事業者は、その労働者を就業させる建築物若しくは船舶の壁、柱、天井等又は当

該建築物若しくは船舶に設置された工作物（次項及び第四項に規定するものを除く。）に

吹き付けられた石綿等又は張り付けられた保温材、耐火被覆材等が損傷、劣化等により

石綿等の粉じんを発散させ、及び労働者がその粉じんにばく露するおそれがあるときは、

当該吹き付けられた石綿等又は保温材、耐火被覆材等の除去、封じ込め、囲い込み等の

措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、その労働者を臨時に就業させる建築物若しくは船舶の壁、柱、天井等又は

当該建築物若しくは船舶に設置された工作物（第四項に規定するものを除く。）に吹き付

けられた石綿等又は張り付けられた保温材、耐火被覆材等が損傷、劣化等により石綿等

の粉じんを発散させ、及び労働者がその粉じんにばく露するおそれがあるときは、労働

者に呼吸用保護具及び作業衣又は保護衣を使用させなければならない。 

３ 労働者は、事業者から前項の保護具等の使用を命じられたときは、これを使用しなけ
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ればならない。 

４ 法第三十四条 の建築物貸与者は、当該建築物の貸与を受けた二以上の事業者が共用

する廊下の壁等に吹き付けられた石綿等又は張り付けられた保温材、耐火被覆材等が損

傷、劣化等により石綿等の粉じんを発散させ、及び労働者がその粉じんにばく露するお

それがあるときは、第一項に規定する措置を講じなければならない。 

 

（石綿等の切断等の作業に係る措置） 

第十三条 事業者は、次の各号のいずれかに掲げる作業（次項及び次条において「石綿等

の切断等の作業」という。）に労働者を従事させるときは、石綿等を湿潤な状態のものと

しなければならない。ただし、石綿等を湿潤な状態のものとすることが著しく困難なと

きは、この限りでない。 

一 石綿等の切断、穿孔、研磨等の作業 

二 石綿等を塗布し、注入し、又は張り付けた物の解体等の作業（石綿等が使用されて

いる建築物、工作物又は船舶の解体等の作業を含む。） 

三 第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業 

四 粉状の石綿等を容器に入れ、又は容器から取り出す作業 

五 粉状の石綿等を混合する作業 

六 前各号に掲げる作業において発散した石綿等の粉じんの掃除の作業 

２ 事業者は、石綿等の切断等の作業を行う場所に、石綿等の切りくず等を入れるための

ふたのある容器を備えなければならない。 

 

第十四条 事業者は、石綿等の切断等の作業に労働者を従事させるときは、当該労働者に

呼吸用保護具（第六条第二項第一号の規定により隔離を行つた作業場所において、同条

第一項第一号に掲げる作業に労働者を従事させるときは、電動ファン付き呼吸用保護具

又はこれと同等以上の性能を有する空気呼吸器、酸素呼吸器若しくは送気マスクに限

る。）を使用させなければならない。 

２ 事業者は、石綿等の切断等の作業に労働者を従事させるときは、当該労働者に作業衣

を使用させなければならない。ただし、当該労働者に保護衣を使用させるときは、この

限りでない。 

３ 労働者は、事業者から前二項の保護具等の使用を命じられたときは、これを使用しな

ければならない。 

 

（立入禁止措置） 

第十五条 事業者は、石綿等を取り扱い（試験研究のため使用する場合を含む。以下同じ。）、

又は試験研究のため製造する作業場には、関係者以外の者が立ち入ることを禁止し、か

つ、その旨を見やすい箇所に表示しなければならない。 

 

（定期自主検査を行うべき機械等） 

第二十一条 令第十五条第一項第九号 の厚生労働省令で定める局所排気装置、プッシュ

プル型換気装置及び除じん装置（石綿等に係るものに限る。）は、次のとおりとする。 

三  第十八条第一項の規定に基づき設けられる除じん装置 
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（定期自主検査） 

第二十二条 事業者は、前条各号に掲げる装置については、一年以内ごとに一回、定期に、

次の各号に掲げる装置の種類に応じ、当該各号に掲げる事項について自主検査を行わな

ければならない。ただし、一年を超える期間使用しない同条の装置の当該使用しない期

間においては、この限りでない。 

三 除じん装置 

イ 構造部分の摩耗、腐食、破損の有無及びその程度 

ロ 当該装置内におけるじんあいのたい積状態 

ハ ろ過除じん方式の除じん装置にあつては、ろ材の破損又はろ材取付部等の緩みの

有無 

ニ 処理能力 

ホ イからニまでに掲げるもののほか、性能を保持するため必要な事項 

２ 事業者は、前項ただし書の装置については、その使用を再び開始する際に同項各号に

掲げる事項について自主検査を行わなければならない。 
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3．建築基準法、同施行令における関係規定 

 

○ 建築基準法 

（適用の除外） 

第三条 

２ この法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の施行又は適用の際現に存する建

築物若しくはその敷地又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事中の建築物若しくはそ

の敷地がこれらの規定に適合せず、又はこれらの規定に適合しない部分を有する場合に

おいては、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分に対しては、

当該規定は、適用しない。 

３ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物、建築物の敷地又は建築物若し

くはその敷地の部分に対しては、適用しない。 

三 工事の着手がこの法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の施行又は適用

の後である増築、改築、移転、大規模の修繕又は大規模の模様替に係る建築物又はそ

の敷地 

四 前号に該当する建築物又はその敷地の部分 

 

（建築物の建築等に関する申請及び確認） 

第六条 建築主は、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増築

しようとする場合においては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲げる

規模のものとなる場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様

替をしようとする場合又は第四号に掲げる建築物を建築しようとする場合においては、

当該工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定（この法律並びにこれに基づく

命令及び条例の規定（以下「建築基準法令の規定」という。）その他建築物の敷地、構造

又は建築設備に関する法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定で政令で定めるも

のをいう。以下同じ。）に適合するものであることについて、確認の申請書を提出して建

築主事の確認を受け、確認済証の交付を受けなければならない。当該確認を受けた建築

物の計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）をして、第一号から第三号

までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増築しようとする場合においては、建築

物が増築後において第一号から第三号までに掲げる規模のものとなる場合を含む。）、こ

れらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合又は第四号

に掲げる建築物を建築しようとする場合も、同様とする。 

一 別表第一（い）欄に掲げる用途に供する特殊建築物で、その用途に供する部分の床

面積の合計が百平方メートルを超えるもの 

 

（保安上危険な建築物等に対する措置） 

第十条 特定行政庁は、第六条第一項第一号に掲げる建築物その他政令で定める建築物の

敷地、構造又は建築設備（いずれも第三条第二項の規定により第二章の規定又はこれに

基づく命令若しくは条例の規定の適用を受けないものに限る。）について、損傷、腐食そ

の他の劣化が進み、そのまま放置すれば著しく保安上危険となり、又は著しく衛生上有

害となるおそれがあると認める場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管
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理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、

増築、修繕、模様替、使用中止、使用制限その他保安上又は衛生上必要な措置をとるこ

とを勧告することができる。 

２ 特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をと

らなかつた場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予

期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

３ 前項の規定による場合のほか、特定行政庁は、建築物の敷地、構造又は建築設備（い

ずれも第三条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の

規定の適用を受けないものに限る。）が著しく保安上危険であり、又は著しく衛生上有害

であると認める場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者

に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模

様替、使用禁止、使用制限その他保安上又は衛生上必要な措置をとることを命ずること

ができる。 

４ 第九条第二項から第九項まで及び第十一項から第十五項までの規定は、前二項の場合

に準用する。 

 

（石綿その他の物質の飛散又は発散に対する衛生上の措置） 

第二十八条の二 建築物は、石綿その他の物質の建築材料からの飛散又は発散による衛生

上の支障がないよう、次に掲げる基準に適合するものとしなければならない。 

一 建築材料に石綿その他の著しく衛生上有害なものとして政令で定める物質（次号及

び第三号において「石綿等」という。）を添加しないこと。 

二 石綿等をあらかじめ添加した建築材料（石綿等を飛散又は発散させるおそれがない

ものとして国土交通大臣が定めたもの又は国土交通大臣の認定を受けたものを除く。）

を使用しないこと。 

 

（既存の建築物に対する制限の緩和） 

第八十六条の七 第三条第二項（第八十六条の九第一項において準用する場合を含む。

以下この条、次条及び第八十七条において同じ。）の規定により第二十条、第二十六条、

第二十七条、第二十八条の二（同条各号に掲げる基準のうち政令で定めるものに係る

部分に限る。）、第三十条、第三十四条第二項、第四十七条、第四十八条第一項から第

十三項まで、第五十一条、第五十二条第一項、第二項若しくは第七項、第五十三条第

一項若しくは第二項、第五十四条第一項、第五十五条第一項、第五十六条第一項、第

五十六条の二第一項、第五十七条の四第一項、第五十七条の五第一項、第五十八条、

第五十九条第一項若しくは第二項、第六十条第一項若しくは第二項、第六十条の二第

一項若しくは第二項、第六十条の三第一項若しくは第二項、第六十一条、第六十二条

第一項、第六十七条の三第一項若しくは第五項から第七項まで又は第六十八条第一項

若しくは第二項の規定の適用を受けない建築物について政令で定める範囲内におい

て増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替（以下この条及び次条において「増

築等」という。）をする場合（第三条第二項の規定により第二十条の規定の適用を受け

ない建築物について当該政令で定める範囲内において増築又は改築をする場合にあ

つては、当該増築又は改築後の建築物の構造方法が政令で定める基準に適合する場合

に限る。）においては、第三条第三項第三号及び第四号の規定にかかわらず、これらの
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規定は、適用しない。 

 

（工作物への準用） 

第八十八条 煙突、広告塔、高架水槽、擁壁その他これらに類する工作物で政令で指定す

るもの及び昇降機、ウォーターシュート、飛行塔その他これらに類する工作物で政令

で指定するもの（以下この項において「昇降機等」という。）については、第三条、第

六条（第三項、第五項及び第六項を除くものとし、第一項及び第四項は、昇降機等に

ついては第一項第一号から第三号までの建築物に係る部分、その他のものについては

同項第四号の建築物に係る部分に限る。）、第六条の二（第三項を除く。）、第六条の四

（第一項第一号及び第二号の建築物に係る部分に限る。）、第七条から第七条の四ま

で、第七条の五（第六条の四第一項第一号及び第二号の建築物に係る部分に限る。）、

第八条から第十一条まで、第十二条第五項（第三号を除く。）及び第六項から第九項ま

で、第十三条、第十五条の二、第十八条（第四項から第十三項まで及び第二十四項を

除く。）、第二十条、第二十八条の二（同条各号に掲げる基準のうち政令で定めるもの

に係る部分に限る。）、第三十二条、第三十三条、第三十四条第一項、第三十六条（避

雷設備及び昇降機に係る部分に限る。）、第三十七条、第三十八条、第四十条、第三章

の二（第六十八条の二十第二項については、同項に規定する建築物以外の認証型式部

材等に係る部分に限る。）、第八十六条の七第一項（第二十八条の二（第八十六条の七

第一項の政令で定める基準に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）、第八十六条の七

第二項（第二十条に係る部分に限る。）、第八十六条の七第三項（第三十二条、第三十

四条第一項及び第三十六条（昇降機に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）、前条、

次条並びに第九十条の規定を、昇降機等については、第七条の六、第十二条第一項か

ら第四項まで、第十二条の二、第十二条の三及び第十八条第二十四項の規定を準用す

る。この場合において、第二十条第一項中「次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める基準」とあるのは、「政令で定める技術的基準」と読み替え

るものとする。 
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○ 建築基準法施行令 

（勧告の対象となる建築物） 

第十四条の二 法第十条第一項の政令で定める建築物は、事務所その他これに類する用途

に供する建築物（法第六条第一項第一号 に掲げる建築物を除く。）のうち、次の各号の

いずれにも該当するものとする。 

一 階数が五以上である建築物 

二 延べ面積が千平方メートルを超える建築物 

 

（著しく衛生上有害な物質） 

第二十条の四 法第二十八条の二第一号（法第八十八条第一項において準用する場合を含

む。）の政令で定める物質は、石綿とする。 

 

（増築等をする場合に適用されない物質の飛散又は発散に対する衛生上の措置に関す

る基準） 

第百三十七条の四の二 法第八十六条の七第一項及び法第八十八条第一項の政令で定める

基準は、法第二十八条の二第一号 及び第二号に掲げる基準とする。 

 

（石綿関係） 

第百三十七条の四の三 法第三条第二項の規定により法第二十八条の二（前条に規定する

基準に係る部分に限る。第百三十七条の十二第三項において同じ。）の規定の適用を受け

ない建築物について法第八十六条の七第一項の規定により政令で定める範囲は、増築及

び改築については、次に定めるところによる。 

一 増築又は改築に係る部分の床面積の合計が基準時における延べ面積の二分の一を

超えないこと。 

二 増築又は改築に係る部分が前条に規定する基準に適合すること。 

三 増築又は改築に係る部分以外の部分が、建築材料から石綿を飛散させるおそれがな

いものとして石綿が添加された建築材料を被覆し又は添加された石綿を建築材料に

固着する措置について国土交通大臣が定める基準に適合すること。 
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4．建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律、同施行令・

施行規則における関係規定 
 

○ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

（定義） 

第二条 この法律において「建設資材」とは、土木建築に関する工事（以下「建設工事」

という。）に使用する資材をいう。 

５ この法律において「特定建設資材」とは、コンクリート、木材その他建設資材のうち、

建設資材廃棄物となつた場合におけるその再資源化が資源の有効な利用及び廃棄物の

減量を図る上で特に必要であり、かつ、その再資源化が経済性の面において制約が著し

くないと認められるものとして政令で定めるものをいう。 

 

（建設業を営む者の責務） 

第五条 建設業を営む者は、建築物等の設計及びこれに用いる建設資材の選択、建設工事

の施工方法等を工夫することにより、建設資材廃棄物の発生を抑制するとともに、分別

解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用を低減するよう努めなければな

らない。 

 

（発注者の責務） 

第六条 発注者は、その注文する建設工事について、分別解体等及び建設資材廃棄物の再

資源化等に要する費用の適正な負担、建設資材廃棄物の再資源化により得られた建設資

材の使用等により、分別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等の促進に努めなければ

ならない。 

 

（分別解体等実施義務） 

第九条 特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又はその施工に特定建設資材を使

用する新築工事等であつて、その規模が第三項又は第四項の建設工事の規模に関する基

準以上のもの（以下「対象建設工事」という。）の受注者（当該対象建設工事の全部又は

一部について下請契約が締結されている場合における各下請負人を含む。以下「対象建

設工事受注者」という。）又はこれを請負契約によらないで自ら施工する者（以下単に「自

主施工者」という。）は、正当な理由がある場合を除き、分別解体等をしなければならな

い。 

２ 前項の分別解体等は、特定建設資材廃棄物をその種類ごとに分別することを確保する

ための適切な施工方法に関する基準として主務省令で定める基準に従い、行わなければ

ならない。 

３ 建設工事の規模に関する基準は、政令で定める。 

４ 都道府県は、当該都道府県の区域のうちに、特定建設資材廃棄物の再資源化等をする

ための施設及び廃棄物の最終処分場における処理量の見込みその他の事情から判断し

て前項の基準によつては当該区域において生じる特定建設資材廃棄物をその再資源化

等により減量することが十分でないと認められる区域があるときは、当該区域について、

条例で、同項の基準に代えて適用すべき建設工事の規模に関する基準を定めることがで
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きる。 

 

（対象建設工事の届出等） 

第十条 対象建設工事の発注者又は自主施工者は、工事に着手する日の七日前までに、主

務省令で定めるところにより、次に掲げる事項を都道府県知事に届け出なければならな

い。 

一 解体工事である場合においては、解体する建築物等の構造 

二 新築工事等である場合においては、使用する特定建設資材の種類 

三 工事着手の時期及び工程の概要 

四 分別解体等の計画 

五 解体工事である場合においては、解体する建築物等に用いられた建設資材の量の見

込み 

六 その他主務省令で定める事項 

２ 前項の規定による届出をした者は、その届出に係る事項のうち主務省令で定める事項

を変更しようとするときは、その届出に係る工事に着手する日の七日前までに、主務省

令で定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 都道府県知事は、第一項又は前項の規定による届出があつた場合において、その届出

に係る分別解体等の計画が前条第二項の主務省令で定める基準に適合しないと認める

ときは、その届出を受理した日から七日以内に限り、その届出をした者に対し、その届

出に係る分別解体等の計画の変更その他必要な措置を命ずることができる。 

 

（対象建設工事の届出に係る事項の説明等） 

第十二条 対象建設工事（他の者から請け負負つつたものを除く。）を発注しようとする者

から直接当該工事を請け負おうとする建設業を営む者は、当該発注しようとする者に対

し、少なくとも第十条第一項第一号から第五号までに掲げる事項について、これらの事

項を記載した書面を交付して説明しなければならない。 

２ 対象建設工事受注者は、その請け負つた建設工事の全部又は一部を他の建設業を営む

者に請け負わせようとするときは、当該他の建設業を営む者に対し、当該対象建設工事

について第十条第一項の規定により届け出られた事項（同条第二項の規定による変更の

届出があつた場合には、その変更後のもの）を告げなければならない。 

 

（発注者への報告等） 

第十八条 対象建設工事の元請業者は、当該工事に係る特定建設資材廃棄物の再資源化等

が完了したときは、主務省令で定めるところにより、その旨を当該工事の発注者に書面

で報告するとともに、当該再資源化等の実施状況に関する記録を作成し、これを保存し

なければならない。 

２ 前項の規定による報告を受けた発注者は、同項に規定する再資源化等が適正に行われ

なかつたと認めるときは、都道府県知事に対し、その旨を申告し、適当な措置をとるべ

きことを求めることができる。 

３ 対象建設工事の元請業者は、第一項の規定による書面による報告に代えて、政令で定

めるところにより、同項の発注者の承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を、電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて主務省令
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で定めるものにより通知することができる。この場合において、当該元請業者は、当該

書面による報告をしたものとみなす。 
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○ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行令 

（建設工事の規模に関する基準） 

第二条 法第九条第三項の建設工事の規模に関する基準は、次に掲げるとおりとする。 

一 建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第一号に規定する建築

物をいう。以下同じ。）に係る解体工事については、当該建築物（当該解体工事に係る

部分に限る。）の床面積の合計が八十平方メートルであるもの 

二 建築物に係る新築又は増築の工事については、当該建築物（増築の工事にあつては、

当該工事に係る部分に限る。）の床面積の合計が五百平方メートルであるもの 

三 建築物に係る新築工事等（法第二条第三項第二号に規定する新築工事等をいう。以

下同じ。）であつて前号に規定する新築又は増築の工事に該当しないものについては、

その請負代金の額（法第九条第一項 に規定する自主施工者が施工するものについて

は、これを請負人に施工させることとした場合における適正な請負代金相当額。次号

において同じ。）が一億円であるもの 

四 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等については、その請負代金の額が

五百万円であるもの 

２ 解体工事又は新築工事等を同一の者が二以上の契約に分割して請け負う場合において

は、これを一の契約で請け負つたものとみなして、前項に規定する基準を適用する。た

だし、正当な理由に基づいて契約を分割したときは、この限りでない。 
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○ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施規則 

（分別解体等に係る施工方法に関する基準） 

第二条 法第九条第二項の主務省令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 対象建設工事に係る建築物等（以下「対象建築物等」という。）及びその周辺の状況

に関する調査、分別解体等をするために必要な作業を行う場所（以下「作業場所」と

いう。）に関する調査、対象建設工事の現場からの当該対象建設工事により生じた特定

建設資材廃棄物その他の物の搬出の経路（以下「搬出経路」という。）に関する調査、

残存物品（解体する建築物の敷地内に存する物品で、当該建築物に用いられた建設資

材に係る建設資材廃棄物以外のものをいう。以下同じ。）の有無の調査、吹付け石綿そ

の他の対象建築物等に用いられた特定建設資材に付着したもの（以下「付着物」とい

う。）の有無の調査その他対象建築物等に関する調査を行うこと。 

二 前号の調査に基づき、分別解体等の計画を作成すること。 

三 前号の分別解体等の計画に従い、作業場所及び搬出経路の確保並びに残存物品の搬

出の確認を行うとともに、付着物の除去その他の工事着手前における特定建設資材に

係る分別解体等の適正な実施を確保するための措置を講ずること。 

四 第二号の分別解体等の計画に従い、工事を施工すること。 
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5．廃棄物の処理及び清掃に関する法律、同施行令・施行規則に

おける関係規定 
 

○ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（一般廃棄物処理業） 

第七条 一般廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする

区域（運搬のみを業として行う場合にあつては、一般廃棄物の積卸しを行う区域に限る。）

を管轄する市町村長の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその一般廃

棄物を運搬する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの収集又は運

搬を業として行う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。 

６ 一般廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄す

る市町村長の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその一般廃棄物を処

分する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの処分を業として行

う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。 

７ 前項の許可は、一年を下らない政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、そ

の期間の経過によつて、その効力を失う。 

15 一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物処分業者は、帳簿を備え、一般廃棄物の処理

について環境省令で定める事項を記載しなければならない。 

16 前項の帳簿は、環境省令で定めるところにより、保存しなければならない。 

 

（一般廃棄物処理施設の許可） 

第八条 一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設で政令で定めるもの（以下単に「ごみ処理施

設」という。）、し尿処理施設（浄化槽法第二条第一号に規定する浄化槽を除く。以下同

じ。）及び一般廃棄物の最終処分場で政令で定めるものをいう。以下同じ。）を設置しよ

うとする者（第六条の二第一項の規定により一般廃棄物を処分するために一般廃棄物処

理施設を設置しようとする市町村を除く。）は、当該一般廃棄物処理施設を設置しようと

する地を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。 

 

（一般廃棄物の無害化処理に係る特例） 

第九条の十 石綿が含まれている一般廃棄物その他の人の健康又は生活環境に係る被害を

生ずるおそれがある性状を有する一般廃棄物として環境省令で定めるものの高度な技

術を用いた無害化処理（廃棄物を人の健康又は生活環境に係る被害が生ずるおそれがな

い性状にする処理をいう。以下同じ。）を行い、又は行おうとする者は、環境省令で定め

るところにより、次の各号のいずれにも適合していることについて、環境大臣の認定を

受けることができる。 

一 当該無害化処理の内容が、当該一般廃棄物の迅速かつ安全な処理の確保に資するも

のとして環境省令で定める基準に適合すること。 

二 当該無害化処理を行い、又は行おうとする者が環境省令で定める基準に適合するこ

と。 

三 前号に規定する者が設置し、又は設置しようとする当該無害化処理の用に供する施

設が環境省令で定める基準に適合すること。 



30 

２ 前項の認定を受けようとする者は、環境省令で定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申請書を環境大臣に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 無害化処理の用に供する施設の設置の場所 

三 無害化処理の用に供する施設の種類 

四 無害化処理の用に供する施設において処理する一般廃棄物の種類 

五 無害化処理の用に供する施設の処理能力 

六 無害化処理の用に供する施設の位置、構造等の設置に関する計画 

七 無害化処理の用に供する施設の維持管理に関する計画 

八 その他環境省令で定める事項 

３ 環境大臣は、第一項の認定の申請に係る無害化処理が同項各号のいずれにも適合して

いると認めるときは、同項の認定をするものとする。 

４ 第一項の認定を受けた者は、第七条第一項若しくは第六項又は第八条第一項の規定に

かかわらず、これらの規定による許可を受けないで、当該認定に係る一般廃棄物の当該

認定に係る収集若しくは運搬若しくは処分を業として行い、又は当該認定に係る一般廃

棄物処理施設を設置することができる。 

５ 第一項の認定を受けた者は、第七条第十三項、第十五項及び第十六項の規定（これら

の規定に係る罰則を含む。）の適用については、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物

処分業者とみなす。 

６ 第一項の認定を受けた者は、第二項第一号に掲げる事項その他環境省令で定める事項

の変更をしたときは、環境省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を環境大臣に

届け出なければならない。 

７ 環境大臣は、第一項の認定に係る無害化処理が同項各号のいずれかに適合しなくなつ

たと認めるとき、又は当該認定を受けた者が前項の規定に違反したときは、当該認定を

取り消すことができる。 

８ 第八条第三項本文及び第四項から第六項までの規定は第一項の認定について、第八条

の四の規定は同項の認定を受けた者について準用する。この場合において、第八条第三

項本文中「前項」とあるのは「第九条の十第二項」と、同条第四項中「都道府県知事は、

一般廃棄物処理施設（政令で定めるものに限る。）について」とあるのは「環境大臣は、」

と、「第二項第一号」とあるのは「第九条の十第二項第一号」と、「書類（同項ただし書

に規定する場合にあつては、第二項の申請書）」とあるのは「書類」と、同条第五項中「都

道府県知事」とあるのは「環境大臣」と、「市町村の長」とあり、及び「市町村長」とあ

るのは「都道府県及び市町村の長」と、同条第六項中「当該都道府県知事」とあるのは

「環境大臣」と読み替えるものとする。 

９ 前各項に規定するもののほか、第一項の認定に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（事業者の処理） 

第十二条 事業者は、自らその産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。第五項から第七

項までを除き、以下この条において同じ。）の運搬又は処分を行う場合には、政令で定め

る産業廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準（当該基準において海洋を投入処分の

場所とすることができる産業廃棄物を定めた場合における当該産業廃棄物にあつては、

その投入の場所及び方法が海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律に基づき定め
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られた場合におけるその投入の場所及び方法に関する基準を除く。以下「産業廃棄物処

理基準」という。）に従わなければならない。 

２ 事業者は、その産業廃棄物が運搬されるまでの間、環境省令で定める技術上の基準（以

下「産業廃棄物保管基準」という。）に従い、生活環境の保全上支障のないようにこれを

保管しなければならない。 

５ 事業者（中間処理業者（発生から最終処分（埋立処分、海洋投入処分（海洋汚染等及

び海上災害の防止に関する法律に基づき定められた海洋への投入の場所及び方法に関

する基準に従つて行う処分をいう。）又は再生をいう。以下同じ。）が終了するまでの一

連の処理の行程の中途において産業廃棄物を処分する者をいう。以下同じ。）を含む。次

項及び第七項並びに次条第五項から第七項までにおいて同じ。）は、その産業廃棄物（特

別管理産業廃棄物を除くものとし、中間処理産業廃棄物（発生から最終処分が終了する

までの一連の処理の行程の中途において産業廃棄物を処分した後の産業廃棄物をいう。

以下同じ。）を含む。次項及び第七項において同じ。）の運搬又は処分を他人に委託する

場合には、その運搬については第十四条第十二項に規定する産業廃棄物収集運搬業者そ

の他環境省令で定める者に、その処分については同項に規定する産業廃棄物処分業者そ

の他環境省令で定める者にそれぞれ委託しなければならない。 

６ 事業者は、前項の規定によりその産業廃棄物の運搬又は処分を委託する場合には、政

令で定める基準に従わなければならない。 

９ その事業活動に伴い多量の産業廃棄物を生ずる事業場を設置している事業者として政

令で定めるもの（次項において「多量排出事業者」という。）は、環境省令で定める基準

に従い、当該事業場に係る産業廃棄物の減量その他その処理に関する計画を作成し、都

道府県知事に提出しなければならない。 

13 第七条第十五項及び第十六項の規定は、その事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業

者で政令で定めるものについて準用する。この場合において、同条第十五項中「一般廃

棄物の」とあるのは、「その産業廃棄物の」と読み替えるものとする。 

 

（事業者の特別管理産業廃棄物に係る処理） 

第十二条の二 事業者は、自らその特別管理産業廃棄物の運搬又は処分を行う場合には、

政令で定める特別管理産業廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準（当該基準におい

て海洋を投入処分の場所とすることができる特別管理産業廃棄物を定めた場合におけ

る当該特別管理産業廃棄物にあつては、その投入の場所及び方法が海洋汚染等及び海上

災害の防止に関する法律に基づき定められた場合におけるその投入の場所及び方法に

関する基準を除く。以下「特別管理産業廃棄物処理基準」という。）に従わなければなら

ない。 

２ 事業者は、その特別管理産業廃棄物が運搬されるまでの間、環境省令で定める技術上

の基準（以下「特別管理産業廃棄物保管基準」という。）に従い、生活環境の保全上支障

のないようにこれを保管しなければならない。 

５ 事業者は、その特別管理産業廃棄物（中間処理産業廃棄物を含む。次項及び第七項に

おいて同じ。）の運搬又は処分を他人に委託する場合には、その運搬については第十四条

の四第十二項に規定する特別管理産業廃棄物収集運搬業者その他環境省令で定める者

に、その処分については同項に規定する特別管理産業廃棄物処分業者その他環境省令で

定める者にそれぞれ委託しなければならない。 
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６ 事業者は、前項の規定によりその特別管理産業廃棄物の運搬又は処分を委託する場合

には、政令で定める基準に従わなければならない。 

８ その事業活動に伴い特別管理産業廃棄物を生ずる事業場を設置している事業者は、当

該事業場ごとに、当該事業場に係る当該特別管理産業廃棄物の処理に関する業務を適切

に行わせるため、特別管理産業廃棄物管理責任者を置かなければならない。ただし、自

ら特別管理産業廃棄物管理責任者となる事業場については、この限りでない。 

９ 前項の特別管理産業廃棄物管理責任者は、環境省令で定める資格を有する者でなけれ

ばならない。 

10 その事業活動に伴い多量の特別管理産業廃棄物を生ずる事業場を設置している事業者

として政令で定めるもの（次項において「多量排出事業者」という。）は、環境省令で定

める基準に従い、当該事業場に係る特別管理産業廃棄物の減量その他その処理に関する

計画を作成し、都道府県知事に提出しなければならない。 

14 第七条第十五項及び第十六項の規定は、その事業活動に伴い特別管理産業廃棄物を生

ずる事業者について準用する。この場合において、同条第十五項中「一般廃棄物の」と

あるのは、「その特別管理産業廃棄物の」と読み替えるものとする。 

 

（産業廃棄物管理票） 

第十二条の三 その事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業者（中間処理業者を含む。）は、

その産業廃棄物（中間処理産業廃棄物を含む。第十二条の五第一項において同じ。）の運

搬又は処分を他人に委託する場合（環境省令で定める場合を除く。）には、環境省令で定

めるところにより、当該委託に係る産業廃棄物の引渡しと同時に当該産業廃棄物の運搬

を受託した者（当該委託が産業廃棄物の処分のみに係るものである場合にあつては、そ

の処分を受託した者）に対し、当該委託に係る産業廃棄物の種類及び数量、運搬又は処

分を受託した者の氏名又は名称その他環境省令で定める事項を記載した産業廃棄物管

理票（以下単に「管理票」という。）を交付しなければならない。 

４ 産業廃棄物の処分を受託した者（以下「処分受託者」という。）は、当該処分を終了し

たときは、第一項の規定により交付された管理票又は前項後段の規定により回付された

管理票に環境省令で定める事項（当該処分が最終処分である場合にあつては、当該環境

省令で定める事項及び最終処分が終了した旨）を記載し、環境省令で定める期間内に、

当該処分を委託した管理票交付者に当該管理票の写しを送付しなければならない。この

場合において、当該管理票が同項後段の規定により回付されたものであるときは、当該

回付をした者にも当該管理票の写しを送付しなければならない。 

６ 管理票交付者は、前三項又は第十二条の五第五項の規定による管理票の写しの送付を

受けたときは、当該運搬又は処分が終了したことを当該管理票の写しにより確認し、か

つ、当該管理票の写しを当該送付を受けた日から環境省令で定める期間保存しなければ

ならない。 

７ 管理票交付者は、環境省令で定めるところにより、当該管理票に関する報告書を作成

し、これを都道府県知事に提出しなければならない。 

８ 管理票交付者は、環境省令で定める期間内に、第三項から第五項まで若しくは第十二

条の五第五項の規定による管理票の写しの送付を受けないとき、これらの規定に規定す

る事項が記載されていない管理票の写し若しくは虚偽の記載のある管理票の写しの送

付を受けたとき、又は第十四条第十三項、第十四条の二第四項、第十四条の三の二第三
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項（第十四条の六において準用する場合を含む。）、第十四条の四第十三項若しくは第十

四条の五第四項の規定による通知を受けたときは、速やかに当該委託に係る産業廃棄物

の運搬又は処分の状況を把握するとともに、環境省令で定めるところにより、適切な措

置を講じなければならない。 

９ 運搬受託者は、第三項前段の規定により管理票の写しを送付したとき（同項後段の規

定により管理票を回付したときを除く。）は当該管理票を当該送付の日から、第四項後段

の規定による管理票の写しの送付を受けたときは当該管理票の写しを当該送付を受け

た日から、それぞれ環境省令で定める期間保存しなければならない。 

10 処分受託者は、第四項前段、第五項又は第十二条の五第五項の規定により管理票の写

しを送付したときは、当該管理票を当該送付の日から環境省令で定める期間保存しなけ

ればならない。 

 

（産業廃棄物処理業） 

第十四条 産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。以下この条から第十四条の三の三ま

で、第十五条の四の二、第十五条の四の三第三項及び第十五条の四の四第三項において

同じ。）の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域（運搬

のみを業として行う場合にあつては、産業廃棄物の積卸しを行う区域に限る。）を管轄す

る都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその産業廃棄物

を運搬する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる産業廃棄物のみの収集又は運搬を

業として行う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。 

６ 産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄す

る都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその産業廃棄物

を処分する場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる産業廃棄物のみの処分を業として

行う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。 

７ 前項の許可は、五年を下らない期間であつて当該許可に係る事業の実施に関する能力

及び実績を勘案して政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過

によつて、その効力を失う。 

17 第七条第十五項及び第十六項の規定は、産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃棄物処分

業者について準用する。この場合において、同条第十五項中「一般廃棄物の」とあるの

は、「産業廃棄物の」と読み替えるものとする。 

 

（特別管理産業廃棄物処理業） 

第十四条の四 特別管理産業廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業

を行おうとする区域（運搬のみを業として行う場合にあつては、特別管理産業廃棄物の

積卸しを行う区域に限る。）を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。た

だし、事業者（自らその特別管理産業廃棄物を運搬する場合に限る。）その他環境省令で

定める者については、この限りでない。 

６ 特別管理産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域

を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその特

別管理産業廃棄物を処分する場合に限る。）その他環境省令で定める者については、この

限りでない。 

７ 前項の許可は、五年を下らない期間であつて当該許可に係る事業の実施に関する能力
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及び実績を勘案して政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過

によつて、その効力を失う。 

18 第七条第十五項及び第十六項の規定は、特別管理産業廃棄物収集運搬業者及び特別管

理産業廃棄物処分業者について準用する。この場合において、同条第十五項中「一般廃

棄物の」とあるのは、「特別管理産業廃棄物（第十四条の四第十七項の規定により特別管

理一般廃棄物の収集若しくは運搬又は処分の業を行う場合にあつては、特別管理一般廃

棄物を含む。）の」と読み替えるものとする。 

 

（産業廃棄物処理施設） 

第十五条 産業廃棄物処理施設（廃プラスチック類処理施設、産業廃棄物の最終処分場そ

の他の産業廃棄物の処理施設で政令で定めるものをいう。以下同じ。）を設置しようとす

る者は、当該産業廃棄物処理施設を設置しようとする地を管轄する都道府県知事の許可

を受けなければならない。 

 

（産業廃棄物の無害化処理に係る特例） 

第十五条の四の四 石綿が含まれている産業廃棄物その他の人の健康又は生活環境に係る

被害を生ずるおそれがある性状を有する産業廃棄物として環境省令で定めるものの高

度な技術を用いた無害化処理を行い、又は行おうとする者は、環境省令で定めるところ

により、次の各号のいずれにも適合していることについて、環境大臣の認定を受けるこ

とができる。 

一 当該無害化処理の内容が、当該産業廃棄物の迅速かつ安全な処理の確保に資するも

のとして環境省令で定める基準に適合すること。 

二 当該無害化処理を行い、又は行おうとする者が環境省令で定める基準に適合するこ

と。 

三 前号に規定する者が設置し、又は設置しようとする当該無害化処理の用に供する施

設が環境省令で定める基準に適合すること。 

２ 前項の認定を受けようとする者は、環境省令で定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申請書を環境大臣に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 無害化処理の用に供する施設の設置の場所 

三 無害化処理の用に供する施設の種類 

四 無害化処理の用に供する施設において処理する産業廃棄物の種類 

五 無害化処理の用に供する施設の処理能力 

六 無害化処理の用に供する施設の位置、構造等の設置に関する計画 

七 無害化処理の用に供する施設の維持管理に関する計画 

八 その他環境省令で定める事項 

３ 第八条の四の規定は第一項の認定を受けた者について、第九条の十第三項の規定は第

一項の認定について、同条第四項から第六項までの規定は第一項の認定を受けた者につ

いて、同条第七項及び第九項並びに第十五条第三項本文及び第四項から第六項までの規

定は第一項の認定について準用する。この場合において、第八条の四中「当該許可に係

る一般廃棄物処理施設」とあるのは「当該認定に係る施設」と、「当該一般廃棄物処理施

設」とあるのは「当該施設」と、第九条の十第四項中「第七条第一項若しくは第六項又
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は第八条第一項」とあるのは「第十四条第一項若しくは第六項若しくは第十四条の四第

一項若しくは第六項又は第十五条第一項」と、「一般廃棄物の」とあるのは「産業廃棄物

若しくは特別管理産業廃棄物の」と、「一般廃棄物処理施設」とあるのは「産業廃棄物処

理施設」と、同条第五項中「第七条第十三項、第十五項及び第十六項」とあるのは「第

十四条第十二項、第十五項及び第十七項又は第十四条の四第十二項、第十五項及び第十

八項」と、「一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者」とあるのは「産業廃棄物

収集運搬業者若しくは産業廃棄物処分業者又は特別管理産業廃棄物収集運搬業者若し

くは特別管理産業廃棄物処分業者」と、同条第六項中「第二項第一号」とあるのは「第

十五条の四の四第二項第一号」と、第十五条第三項本文中「前項」とあるのは「第十五

条の四の四第二項」と、同条第四項中「都道府県知事は、産業廃棄物処理施設（政令で

定めるものに限る。）について」とあるのは「環境大臣は、」と、「第二項第一号」とある

のは「第十五条の四の四第二項第一号」と、「書類（同項ただし書に規定する場合にあつ

ては、第二項の申請書）」とあるのは「書類」と、同条第五項中「都道府県知事」とある

のは「環境大臣」と、「市町村の長」とあり、及び「市町村長」とあるのは「都道府県及

び市町村の長」と、同条第六項中「当該都道府県知事」とあるのは「環境大臣」と読み

替えるほか、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 

（報告の徴収） 

第十八条 

２ 環境大臣は、この法律の施行に必要な限度において、第九条の八第一項若しくは第十

五条の四の二第一項の認定を受けた者（次条第二項において「再生利用認定業者」とい

う。）、第九条の九第一項若しくは第十五条の四の三第一項の認定を受けた者（次条第二

項において「広域的処理認定業者」という。）若しくは第九条の十第一項若しくは第十五

条の四の四第一項の認定を受けた者（次条第二項及び第十九条の三において「無害化処

理認定業者」という。）又は国外廃棄物若しくは国外廃棄物であることの疑いのある物を

輸入しようとする者若しくは輸入した者若しくは廃棄物若しくは廃棄物であることの

疑いのある物を輸出しようとする者若しくは輸出した者に対し、当該認定に係る収集、

運搬若しくは処分若しくは当該認定に係る施設の構造若しくは維持管理又は国外廃棄

物若しくは国外廃棄物であることの疑いのある物の輸入若しくは廃棄物若しくは廃棄

物であることの疑いのある物の輸出に関し、必要な報告を求めることができる。 

 

（立入検査） 

第十九条 

２ 環境大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、再生利用認定業者、

広域的処理認定業者若しくは無害化処理認定業者の事務所、事業場、車両、船舶その他

の場所若しくは第九条の八第一項若しくは第十五条の四の二第一項、第九条の九第一項

若しくは第十五条の四の三第一項若しくは第九条の十第一項若しくは第十五条の四の

四第一項の認定に係る施設のある土地若しくは建物若しくは国外廃棄物若しくは国外

廃棄物であることの疑いのある物を輸入しようとする者若しくは輸入した者若しくは

廃棄物若しくは廃棄物であることの疑いのある物を輸出しようとする者若しくは輸出

した者の事務所、事業場その他の場所に立ち入り、当該認定に係る収集、運搬若しくは

処分若しくは当該認定に係る施設の構造若しくは維持管理若しくは国外廃棄物若しく
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は国外廃棄物であることの疑いのある物の輸入若しくは廃棄物若しくは廃棄物である

ことの疑いのある物の輸出に関し、帳簿書類その他の物件を検査させ、又は試験の用に

供するのに必要な限度において廃棄物若しくは廃棄物であることの疑いのある物を無

償で収去させることができる。 

 

（改善命令） 

第十九条の三 

次の各号に掲げる場合において、当該各号に定める者は、当該一般廃棄物又は産業廃棄

物の適正な処理の実施を確保するため、当該保管、収集、運搬又は処分を行つた者（事

業者、一般廃棄物収集運搬業者、一般廃棄物処分業者、産業廃棄物収集運搬業者、産業

廃棄物処分業者、特別管理産業廃棄物収集運搬業者、特別管理産業廃棄物処分業者及び

無害化処理認定業者（以下この条において「事業者等」という。）並びに国外廃棄物を輸

入した者（事業者等を除く。）に限る。）に対し、期限を定めて、当該廃棄物の保管、収

集、運搬又は処分の方法の変更その他必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

三 無害化処理認定業者により、一般廃棄物処理基準（特別管理一般廃棄物にあつては、

特別管理一般廃棄物処理基準）又は産業廃棄物処理基準（特別管理産業廃棄物にあつ

ては、特別管理産業廃棄物処理基準）に適合しない一般廃棄物又は産業廃棄物の当該

認定に係る収集、運搬又は処分が行われた場合 環境大臣 

 

 

○ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令 

（特別管理産業廃棄物） 

第二条の四 法第二条第五項（ダイオキシン類対策特別措置法第二十四条第二項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）の政令で定める産業廃棄物は、次のとおりとする。 

五 特定有害産業廃棄物（次に掲げる廃棄物をいう。） 

ト 廃石綿等（廃石綿及び石綿が含まれ、又は付着している産業廃棄物のうち、石綿

建材除去事業（建築物その他の工作物に用いられる材料であつて石綿を吹き付けら

れ、又は含むものの除去を行う事業をいう。）に係るもの（輸入されたものを除く。）、

別表第三の一の項に掲げる施設において生じたもの（輸入されたものを除く。）及び

輸入されたもの（事業活動に伴つて生じたものに限る。）であつて、飛散するおそれ

のあるものとして環境省令で定めるものをいう。以下同じ。） 

 

（一般廃棄物の収集、運搬、処分等の基準） 

第三条 法第六条の二第二項の規定による一般廃棄物（特別管理一般廃棄物を除く。以下

この条及び次条において同じ。）の収集、運搬及び処分（再生を含む。）の基準は、次の

とおりとする。 

一 一般廃棄物の収集又は運搬に当たつては、次によること。 

イ 収集又は運搬は、次のように行うこと。 

（１） 一般廃棄物が飛散し、及び流出しないようにすること。 

（２） 収集又は運搬に伴う悪臭、騒音又は振動によつて生活環境の保全上支障が

生じないように必要な措置を講ずること。 

ロ 一般廃棄物の収集又は運搬のための施設を設置する場合には、生活環境の保全上
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支障を生ずるおそれのないように必要な措置を講ずること。 

ハ 運搬車、運搬容器及び運搬用パイプラインは、一般廃棄物が飛散し、及び流出し、

並びに悪臭が漏れるおそれのないものであること。 

ニ 船舶を用いて一般廃棄物の収集又は運搬を行う場合には、環境省令で定めるとこ

ろにより、一般廃棄物の収集又は運搬の用に供する船舶である旨その他の事項をそ

の船体の外側に見やすいように表示し、かつ、当該船舶に環境省令で定める書面を

備え付けておくこと。 

ホ 石綿が含まれている一般廃棄物であつて環境省令で定めるもの（以下「石綿含有

一般廃棄物」という。）の収集又は運搬を行う場合には、石綿含有一般廃棄物が、破

砕することのないような方法により、かつ、その他の物と混合するおそれのないよ

うに他の物と区分して、収集し、又は運搬すること。 

ヘ 一般廃棄物の積替えを行う場合には、次によること。 

（２） 積替えの場所から一般廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、並び

に悪臭が発散しないように必要な措置を講ずること。 

（３） 積替えの場所には、ねずみが生息し、及び蚊、はえその他の害虫が発生し

ないようにすること。 

ト 石綿含有一般廃棄物の積替えを行う場合には、積替えの場所には、石綿含有一般

廃棄物がその他の物と混合するおそれのないように、仕切りを設ける等必要な措置

を講ずること。 

リ 一般廃棄物の保管を行う場合には、次によること。 

（２） 保管の場所から一般廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透し、並びに

悪臭が発散しないように次に掲げる措置を講ずること。 

（ロ） 屋外において一般廃棄物を容器を用いずに保管する場合にあつては、積

み上げられた一般廃棄物の高さが環境省令で定める高さを超えないようにす

ること。 

ヌ 石綿含有一般廃棄物の保管を行う場合には、トの規定の例によること。 

二 一般廃棄物の処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。以下この号において同じ。）

又は再生に当たつては、前号イ及びロの規定の例によるほか、次によること。 

ト 石綿含有一般廃棄物の処分又は再生を行う場合には、次によること。 

（１） 石綿含有一般廃棄物の保管を行う場合には、前号トの規定の例によること。 

（２） 石綿含有一般廃棄物による人の健康又は生活環境に係る被害が生ずるおそれ

をなくする方法として環境大臣が定める方法により行うこと。ただし、収集又は運

搬のため必要な破砕又は切断であつて環境大臣が定める方法により行うものについ

ては、この限りでない。 

三 一般廃棄物の埋立処分に当たつては、第一号イ（ワに規定する場合にあつては、（１）

を除く。）及びロの規定の例によるほか、次によること。 

チ 石綿含有一般廃棄物の埋立処分を行う場合には、次によること。 

（１） 最終処分場（第五条第二項に規定する一般廃棄物の最終処分場に限る。）の

うちの一定の場所において、かつ、当該石綿含有一般廃棄物が分散しないように

行うこと。 

（２） 埋め立てる石綿含有一般廃棄物が埋立地の外に飛散し、及び流出しないよ

うに、その表面を土砂で覆う等必要な措置を講ずること。 
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リ 石綿含有一般廃棄物を前号トの規定により処分し、又は再生したことにより生じ

た廃棄物の埋立処分を行う場合には、あらかじめ環境大臣が定める基準に適合する

ものにすること。 

 

（特別管理一般廃棄物の収集、運搬、処分等の基準） 

第四条の二 法第六条の二第三項の規定による特別管理一般廃棄物の収集、運搬及び処分

（再生を含む。）の基準は、次のとおりとする。 

一 特別管理一般廃棄物の収集又は運搬に当たつては、第三条第一号イ、ロ及びニの規

定の例によるほか、次によること。 

イ 収集又は運搬は、次のように行うこと。 

（１） 特別管理一般廃棄物による人の健康又は生活環境に係る被害が生じないよ

うにすること。 

（２） 特別管理一般廃棄物がその他の物と混合するおそれのないように、他の物

と区分して収集し、又は運搬すること。ただし、人の健康の保持又は生活環境の

保全上支障を生じないものとして環境省令で定める場合は、この限りでない。 

ロ 運搬車及び運搬容器は、特別管理一般廃棄物が飛散し、及び流出し、並びに悪臭

が漏れるおそれのないものであること。 

ハ 運搬用パイプラインは、特別管理一般廃棄物の収集又は運搬に用いてはならない

こと。ただし、人の健康の保持又は生活環境の保全上支障を生じないものとして環

境省令で定める場合は、この限りでない。 

ニ 収集又は運搬を行う者は、その収集又は運搬に係る特別管理一般廃棄物の種類そ

の他の環境省令で定める事項を文書に記載し、及び当該文書を携帯すること。ただ

し、特別管理一般廃棄物を収納した運搬容器に当該事項が表示されている場合は、

この限りでない。 

ト 特別管理一般廃棄物の積替えを行う場合には、第三条第一号ヘ（２）及び（３）

の規定の例によるほか、次によること。 

（１） 積替えは、周囲に囲いが設けられ、かつ、見やすい箇所に特別管理一般廃

棄物の積替えの場所であることその他の環境省令で定める事項の表示がされてい

る場所で行うこと。 

（２） 積替えの場所には、特別管理一般廃棄物がその他の物と混合するおそれの

ないように、仕切りを設ける等必要な措置を講ずること。ただし、人の健康の保

持又は生活環境の保全上支障を生じないものとして環境省令で定める場合は、こ

の限りでない。 

（３） （１）及び（２）に定めるもののほか、当該特別管理一般廃棄物の種類に

応じ、環境省令で定める措置を講ずること。 

 

（一般廃棄物処理施設） 

第五条 

２ 法第八条第一項の政令で定める一般廃棄物の最終処分場は、一般廃棄物の埋立処分の

用に供される場所（公有水面埋立法（大正十年法律第五十七号）第二条第一項の免許又

は同法第四十二条第一項の承認を受けて埋立てをする場所（以下「水面埋立地」という。）

にあつては、主として一般廃棄物の埋立処分の用に供される場所として環境大臣が指定
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する区域に限る。）とする。 

 

（産業廃棄物の収集、運搬、処分等の基準） 

第六条 法第十二条第一項の規定による産業廃棄物（特別管理産業廃棄物以外のものに限

るものとし、法第二条第四項第二号に掲げる廃棄物であるもの及び当該廃棄物を処分す

るために処理したものを除く。以下この項（第三号イ及び第四号イを除く。）において同

じ。）の収集、運搬及び処分（再生を含む。）の基準は、次のとおりとする。 

一 産業廃棄物の収集又は運搬に当たつては、第三条第一号イからニまでの規定の例に

よるほか、次によること。 

イ 運搬車の車体の外側に、環境省令で定めるところにより、産業廃棄物の収集又は

運搬の用に供する運搬車である旨その他の事項を見やすいように表示し、かつ、当

該運搬車に環境省令で定める書面を備え付けておくこと。 

ロ 石綿が含まれている産業廃棄物であつて環境省令で定めるもの（以下「石綿含有

産業廃棄物」という。）又は水銀若しくはその化合物が使用されている製品が産業廃

棄物となつたものであつて環境省令で定めるもの（以下この項において「水銀使用

製品産業廃棄物」という。）の収集又は運搬を行う場合には、第三条第一号ホの規定

の例によること。 

ニ 石綿含有産業廃棄物又は水銀使用製品産業廃棄物の積替えを行う場合には、第三

条第一号トの規定の例によること。 

ホ 産業廃棄物の保管を行う場合には、第三条第一号チ及びリの規定の例によるほか、

当該保管する産業廃棄物の数量が、環境省令で定める場合を除き、当該保管の場所

における一日当たりの平均的な搬出量に七を乗じて得られる数量を超えないように

すること。 

ヘ 石綿含有産業廃棄物又は水銀使用製品産業廃棄物の保管を行う場合には、第三条

第一号トの規定の例によること。 

二 産業廃棄物の処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。以下この号において同じ。）

又は再生に当たつては、次によること。 

ニ 石綿含有産業廃棄物の処分又は再生を行う場合には、次によること。 

（１） 石綿含有産業廃棄物の保管を行う場合には、第三条第一号トの規定の例に

よること。 

（２） 石綿含有産業廃棄物による人の健康又は生活環境に係る被害が生ずるおそ

れをなくする方法として環境大臣が定める方法により行うこと。ただし、収集又

は運搬のため必要な破砕又は切断であつて環境大臣が定める方法により行うもの

については、この限りでない。 

三 産業廃棄物の埋立処分に当たつては、第三条第一号イ（ルに規定する場合にあつて

は、（１）を除く。）及びロ並びに第三号ニ及びホの規定の例によるほか、次によるこ

と。 

ヨ 石綿含有産業廃棄物の埋立処分を行う場合には、次によること。 

（１） 最終処分場（第七条第十四号に規定する産業廃棄物の最終処分場に限る。）

のうちの一定の場所において、かつ、当該石綿含有産業廃棄物が分散しないよう

に行うこと。 

（２） 埋め立てる石綿含有産業廃棄物が埋立地の外に飛散し、及び流出しないよ
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うに、その表面を土砂で覆う等必要な措置を講ずること。 

 

（特別管理産業廃棄物の収集、運搬、処分等の基準） 

第六条 法第十二条第一項の規定による産業廃棄物（特別管理産業廃棄物以外のものに限

るものとし、法第二条第四項第二号に掲げる廃棄物であるもの及び当該廃棄物を処分す

るために処理したものを除く。以下この項（第三号イ及び第四号イを除く。）において同

じ。）の収集、運搬及び処分（再生を含む。）の基準は、次のとおりとする。 

三 産業廃棄物の埋立処分に当たつては、第三条第一号イ（ルに規定する場合にあつて

は、（１）を除く。）及びロ並びに第三号ニ及びホの規定の例によるほか、次によるこ

と。 

ム 廃石綿等を第六条の五第一項第二号トの規定により処分し、若しくは再生したこ

とにより生じた廃棄物又は石綿含有産業廃棄物を前号ニの規定により処分し、若し

くは再生したことにより生じた廃棄物の埋立処分を行う場合には、あらかじめ環境

大臣が定める基準に適合するものにすること。 

四 産業廃棄物の海洋投入処分に当たつては、次によること。 

イ 海洋投入処分は、次に掲げる産業廃棄物（国内において生じたものであつて、油

分又は別表第三の三に掲げる物質の含有に関し環境省令で定める基準に適合するも

のに限るものとし、特別管理産業廃棄物であるものを除く。）の船舶からの海洋投入

処分に限り、行うことができること。 

（１） 次に掲げる汚泥 

（イ） 別表第三の二に掲げる施設において生じた汚泥 

（ロ） 建設工事に伴つて生じた汚泥 

（２） 別表第三の二の一の項に掲げる施設において生じた廃酸又は廃アルカリで

あつて、船舶に積み込む際の水素イオン濃度指数を五・〇以上九・〇以下にした

もの 

（３） 動植物性残さであつて、摩砕したもの 

（４） 家畜ふん尿であつて、浮遊性のきよう雑物を除去したもの 

 

第六条の五 法第十二条の二第一項の規定による特別管理産業廃棄物（法第二条第四項第

二号に掲げる廃棄物であるもの（ポリ塩化ビフェニル汚染物を除く。）及び第二条の四第

六号から第八号までに掲げる廃棄物を除く。以下この項において同じ。）の収集、運搬及

び処分（再生を含む。）の基準は、次のとおりとする。 

一 特別管理産業廃棄物の収集又は運搬に当たつては、第三条第一号イ、ロ及びニ、第

四条の二第一号イからニまで並びに第六条第一項第一号イの規定の例によるほか、次

によること。 

ロ 特別管理産業廃棄物の積替えを行う場合には、第三条第一号ヘ（２）及び（３）

並びに第四条の二第一号ト（１）から（３）までの規定の例によること。 

ハ 特別管理産業廃棄物の保管は、特別管理産業廃棄物の積替え（環境省令で定める

基準に適合するものに限る。）を行う場合を除き、行つてはならないこと。ただし、

廃ポリ塩化ビフェニル等、ポリ塩化ビフェニル汚染物及びポリ塩化ビフェニル処理

物については、この限りでない。 

ニ 特別管理産業廃棄物の保管を行う場合には、第三条第一号リ並びに第四条の二第
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一号ト（２）及び（３）の規定の例によるほか、当該保管する特別管理産業廃棄物

の数量が、環境省令で定める場合を除き、当該保管の場所における一日当たりの平

均的な搬出量に七を乗じて得られる数量を超えないようにすること。 

二 特別管理産業廃棄物の処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。以下この号におい

て同じ。）又は再生に当たつては、第三条第一号イ及びロ並びに第二号イ及びロ並びに

第四条の二第一号イ（１）の規定の例によるほか、次によること。 

ト 廃石綿等の処分又は再生は、当該廃石綿等による人の健康又は生活環境に係る被

害が生ずるおそれをなくする方法として環境大臣が定める方法により行うこと。 

三 特別管理産業廃棄物の埋立処分に当たつては、第三条第一号イ及びロ並びに第三号

イ（（１）に限る。）、ニ及びホ並びに第四条の二第一号イ（１）の規定の例によるほか、

次によること。 

ワ 廃石綿等の埋立処分を行う場合には、次によること。 

（１） 大気中に飛散しないように、あらかじめ、固型化、薬剤による安定化その

他これらに準ずる措置を講じた後、耐水性の材料で二重にこん包すること。 

（２） 埋立処分は、最終処分場（第七条第十四号に規定する産業廃棄物の最終処

分場に限る。）のうちの一定の場所において、かつ、当該廃石綿等が分散しないよ

うに行うこと。 

（３） 埋め立てる廃石綿等が埋立地の外に飛散し、及び流出しないように、その

表面を土砂で覆う等必要な措置を講ずること。 

四 特別管理産業廃棄物は、海洋投入処分を行つてはならないこと。 

 

（事業者の特別管理産業廃棄物の運搬又は処分等の委託の基準） 

第六条の六 法第十二条の二第六項の政令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 特別管理産業廃棄物の運搬又は処分若しくは再生を委託しようとする者に対し、あ

らかじめ、当該委託しようとする特別管理産業廃棄物の種類、数量、性状その他の環

境省令で定める事項を文書で通知すること。 

二 前号に定めるもののほか、第六条の二各号の規定の例によること。 

 

（事業者の産業廃棄物の運搬、処分等の委託の基準） 

第六条の二 法第十二条第六項の政令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。以下この条から第六条の四までにおいて

同じ。）の運搬にあつては、他人の産業廃棄物の運搬を業として行うことができる者

であつて委託しようとする産業廃棄物の運搬がその事業の範囲に含まれるものに委

託すること。 

二 産業廃棄物の処分又は再生にあつては、他人の産業廃棄物の処分又は再生を業とし

て行うことができる者であつて委託しようとする産業廃棄物の処分又は再生がその

事業の範囲に含まれるものに委託すること。 

三 輸入された廃棄物（当該廃棄物を輸入した者が自らその処分又は再生を行うものと

して法第十五条の四の五第一項の許可を受けて輸入されたものに限る。）の処分又は

再生を委託しないこと。ただし、災害その他の特別な事情があることにより当該廃棄

物の適正な処分又は再生が困難であることについて、環境省令で定めるところにより、

環境大臣の確認を受けたときは、この限りでない。 
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四 委託契約は、書面により行い、当該委託契約書には、次に掲げる事項についての条

項が含まれ、かつ、環境省令で定める書面が添付されていること。 

イ 委託する産業廃棄物の種類及び数量 

ロ 産業廃棄物の運搬を委託するときは、運搬の最終目的地の所在地 

ハ 産業廃棄物の処分又は再生を委託するときは、その処分又は再生の場所の所在地、

その処分又は再生の方法及びその処分又は再生に係る施設の処理能力 

ニ 産業廃棄物の処分又は再生を委託する場合において、当該産業廃棄物が法第十五

条の四の五第一項の許可を受けて輸入された廃棄物であるときは、その旨 

ホ 産業廃棄物の処分（最終処分（法第十二条第五項に規定する最終処分をいう。以

下同じ。）を除く。）を委託するときは、当該産業廃棄物に係る最終処分の場所の

所在地、最終処分の方法及び最終処分に係る施設の処理能力 

ヘ その他環境省令で定める事項 

五 前号に規定する委託契約書及び書面をその契約の終了の日から環境省令で定める

期間保存すること。 

六 第六条の十二第一号又は使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律施

行令（平成二十五年政令第四十五号）第四条第一号の規定による承諾をしたときは、

これらの号に規定する書面の写しをその承諾をした日から環境省令で定める期間保

存すること。 

 

（産業廃棄物処理施設） 

第七条 法第十五条第一項の政令で定める産業廃棄物の処理施設は、次のとおりとする。 

十一の二 廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の溶融施設 

十四 産業廃棄物の最終処分場であつて、次に掲げるもの 

イ 第六条第一項第三号ハ（１）から（５）まで及び第六条の五第一項第三号イ（１）

から（７）までに掲げる産業廃棄物の埋立処分の用に供される場所 

ロ 安定型産業廃棄物の埋立処分の用に供される場所（水面埋立地を除く。） 

    ハ イに規定する産業廃棄物及び安定型産業廃棄物以外の産業廃棄物の埋立処分の用

に供される場所（水面埋立地にあつては、主としてイに規定する産業廃棄物及び安

定型産業廃棄物以外の産業廃棄物の埋立処分の用に供される場所として環境大臣

が指定する区域に限る。） 

 

 

○ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則 

（特別管理一般廃棄物の収集又は運搬に係る文書の記載事項） 

第一条の十 令第四条の二第一号ニの規定による環境省令で定める事項は、次のとおりと

する。 

一 収集又は運搬に係る特別管理一般廃棄物の種類 

二 当該特別管理一般廃棄物を取り扱う際に注意すべき事項 

 

（令第二条の四の環境省令で定める基準等） 

第一条の二 令第二条の四第一号の環境省令で定める廃油は、次に掲げるものとする。 

９ 令第二条の四第五号トの規定による環境省令で定める産業廃棄物は、次のとおりとす
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る。 

一 建築物その他の工作物（次号において「建築物等」という。）に用いられる材料であ

つて石綿を吹きつけられたものから石綿建材除去事業により除去された当該石綿 

二 建築物等に用いられる材料であつて石綿を含むもののうち石綿建材除去事業によ

り除去された次に掲げるもの 

イ 石綿保温材 

ロ けいそう土保温材 

ハ パーライト保温材 

ニ 人の接触、気流及び振動等によりイからハに掲げるものと同等以上に石綿が飛散

するおそれのある保温材、断熱材及び耐火被覆材 

三 石綿建材除去事業において用いられ、廃棄されたプラスチックシート、防じんマス

ク、作業衣その他の用具又は器具であつて、石綿が付着しているおそれのあるもの 

四 令別表第三の一の項に掲げる施設において生じた石綿であつて、集じん施設によつ

て集められたもの（輸入されたものを除く。） 

五 前号に掲げる特定粉じん発生施設又は集じん施設を設置する工場又は事業場にお

いて用いられ、廃棄された防じんマスク、集じんフィルターその他の用具又は器具で

あつて、石綿が付着しているおそれのあるもの（輸入されたものを除く。） 

六 石綿であつて、集じん施設によつて集められたもの（事業活動に伴つて生じたもの

であつて、輸入されたものに限る。） 

七 廃棄された防じんマスク、集じんフィルターその他の用具又は器具であつて、石綿

が付着しているおそれのあるもの（事業活動に伴つて生じたものであつて、輸入され

たものに限る。） 

 

（石綿含有一般廃棄物） 

第一条の三の三 令第三条第一号ホの規定による環境省令で定める一般廃棄物は、工作物

の新築、改築又は除去に伴つて生じた一般廃棄物であつて、石綿をその重量の〇・一パ

ーセントを超えて含有するものとする。 

 

（一般廃棄物の積替えに係る基準） 

第一条の四 令第三条第一号チの規定による環境省令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 あらかじめ、積替えを行つた後の運搬先が定められていること。 

二 搬入された一般廃棄物の量が、積替えの場所において適切に保管できる量を超える

ものでないこと。 

三 搬入された一般廃棄物の性状に変化が生じないうちに搬出すること。 

 

（一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物処分業者の帳簿記載事項等） 

第二条の五 法第七条第十五項の規定による一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物処分

業者の帳簿の記載事項は、一般廃棄物の種類ごとに、次の表の上欄の区分に応じそれぞ

れ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

収集又は運搬 
１ 収集又は運搬年月日 

２ 収集区域又は受入先 
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３ 運搬方法及び運搬先ごとの運搬量 

処分 

１ 受入れ又は処分年月日 

２ 受け入れた場合には、受入先ごとの受入量 

３ 処分した場合には、処分方法ごとの処分量 

４ 処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。）後の廃棄物の持出

先ごとの持出量 

備考 収集若しくは運搬又は処分に係る一般廃棄物に石綿含有一般廃棄物又は水銀

処理物が含まれる場合は、上欄の区分に応じそれぞれ下欄に掲げる事項について、石

綿含有一般廃棄物又は水銀処理物に係るものを明らかにすること。 

２ 前項の帳簿は、事業場ごとに備え、毎月末までに、前月中における前項に規定する事

項について、記載を終了していなければならない。 

３ 法第七条第十六項の規定による一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物処分業者の帳

簿の保存は、次によるものとする。 

一 帳簿は、一年ごとに閉鎖すること。 

二 帳簿は、閉鎖後五年間事業場ごとに保存すること。 

 

（無害化処理の内容の基準） 

第六条の二十四の四 法第九条の十第一項第一号の環境省令で定める基準は、次に掲げる

とおりとする。 

一 当該申請に係る処理が、第六条の二十四の二の規定により環境大臣が定める一般廃

棄物を、当該一般廃棄物ごとに環境大臣が定める基準に適合させることにより人の健

康又は生活環境に係る被害が生ずるおそれがない性状にすることが確実であると認

められるものであること。 

二 当該申請に係る処理により、当該処理に係る一般廃棄物の迅速な無害化処理が確保

されるものであること。 

三 受け入れる一般廃棄物の全部を無害化処理の用に供する施設に投入すること。 

四 無害化処理の用に供する施設の設置に関する計画及び維持管理に関する計画が当

該施設に係る周辺地域の生活環境の保全及び第四条の二に規定する周辺の施設につ

いて適正な配慮がなされたものであること。 

五 その他第六条の二十四の二の規定により環境大臣が定める一般廃棄物ごとに環境

大臣が定める基準に適合していること。 

 

（無害化処理を行い、又は行おうとする者の基準） 

第六条の二十四の五 法第九条の十第一項第二号の環境省令で定める基準は、次に掲げる

とおりとする。 

一 周辺地域の生活環境の保全及び増進に配慮された事業計画を有する者であること。 

二 当該申請に係る無害化処理が確実に行われるよう、次に掲げる事項を適切に行うこ

とができる者であること。 

イ 受け入れる一般廃棄物の性状の確認及び管理 

ロ 当該申請に係る無害化処理の用に供する施設の運転管理 

三 第四条の五第一項第一号、第十号から第十四号まで及び第十六号に規定する基準並
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びに法第九条の十第二項の申請書に記載した維持管理に関する計画に従い、当該申請

に係る無害化処理の用に供する施設の維持管理をすることができる者であること。 

四 当該申請に係る無害化処理の用に供する施設が一般廃棄物処理施設である場合に

は、第四条の五に規定する基準（前号に規定するものを除き、当該施設に係るものに

限る。）に従い、当該一般廃棄物処理施設の維持管理をすることができる者であること。 

五 次に掲げる者が当該申請に係る無害化処理を的確に行うに足りる知識及び技能を

有すると認められる者であること。 

イ 申請者が法人である場合には、その代表者又は当該申請に係る収集若しくは運搬

若しくは処分に関する業務を行う役員 

ロ 申請者が個人である場合には、当該者 

六 当該無害化処理に係る事業場（前号に規定する者以外の者が代表者であるものに限

る。）において当該無害化処理に関する技術上の業務を的確に行うに足りる知識及び

技能を有すると認められる者を有すること。 

七 当該申請に係る無害化処理を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有

すること。 

八 法第七条第五項第四号イからヌまでのいずれにも該当しないこと。 

九 当該申請に係る無害化処理を自ら行う者であること。 

十 不利益処分を受け、その不利益処分のあつた日から五年を経過しない者に該当しな

いこと。 

十一 その他第六条の二十四の二の規定により環境大臣が定める一般廃棄物ごとに環

境大臣が定める基準に適合していること。 

 

（運搬車を用いて行う産業廃棄物の収集又は運搬に係る基準） 

第七条の二の二 令第六条第一項第一号イの規定による表示は、次の各号に掲げる区分に

従い、それぞれ当該各号に定める事項を車体の両側面に鮮明に表示することにより行う

ものとする。ただし、次項に掲げる者については、この限りでない。 

一 事業者 産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である旨及び氏名又は名  

 称 

二 市町村又は都道府県 産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である旨及

び市町村又は都道府県の名称 

三 産業廃棄物収集運搬業者 産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である

旨、氏名又は名称及び許可番号（下六けたに限る。） 

四 法第十五条の四の二第一項の認定を受けた者 産業廃棄物の収集又は運搬の用に

供する運搬車である旨、氏名又は名称及び認定番号 

３ 第一項各号に掲げる事項については、識別しやすい色の文字で表示するものとし、産

業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である旨については日本工業規格Ｚ八三

〇五に規定する百四十ポイント以上の大きさの文字、それ以外の事項については、日本

工業規格Ｚ八三〇五に規定する九十ポイント以上の大きさの文字及び数字を用いて表

示しなければならない。 

４ 前条第三項の規定は、令第六条第一項第一号イの規定による環境省令で定める書面に

ついて準用する。この場合において、「船舶」とあるのは「運搬車」と読み替えるものと

する。 
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（石綿含有産業廃棄物） 

第七条の二の三 令第六条第一項第一号ロの規定による環境省令で定める石綿が含まれて

いる産業廃棄物は、工作物の新築、改築又は除去に伴つて生じた産業廃棄物であつて、

石綿をその重量の〇・一パーセントを超えて含有するもの（廃石綿等を除く。）とする。 

 

（産業廃棄物保管基準） 

第八条 法第十二条第二項の規定による産業廃棄物保管基準は、次のとおりとする。 

四 石綿含有産業廃棄物にあつては、次に掲げる措置を講ずること。 

イ 保管の場所には、石綿含有産業廃棄物がその他の物と混合するおそれのないよう

に、仕切りを設ける等必要な措置を講ずること。 

ロ 覆いを設けること、梱包すること等石綿含有産業廃棄物の飛散の防止のために必

要な措置を講ずること。 

 

（運搬車を用いて行う特別管理産業廃棄物の収集又は運搬に係る基準） 

第八条の五の三 第七条の二の二第一項から第三項までの規定は、令第六条の五第一項第

一号の規定によりその例によることとされる令第六条第一項第一号イの規定による表

示について準用する。この場合において、第七条の二の二第一項第三号中「産業廃棄物

収集運搬業者」とあるのは「特別管理産業廃棄物収集運搬業者」と読み替えるものとす

る。 

 

第八条の五の四 第七条の二第三項の規定は、令第六条の五第一項第一号の規定によりそ

の例によることとされる令第六条第一項第一号イの環境省令で定める書面について準

用する。この場合において、第七条の二第三項中「産業廃棄物の」とあるのは「特別管

理産業廃棄物の」と、同項第一号ハ中「産業廃棄物」とあるのは「特別管理産業廃棄物」

と、同項第二号中「船舶」とあるのは「運搬車」と、同項第三号中「産業廃棄物収集運

搬業者」とあるのは「特別管理産業廃棄物収集運搬業者」と、「第十条の二」とあるのは

「第十条の十四」と、同項第四号中「産業廃棄物収集運搬業者」とあるのは「特別管理

産業廃棄物収集運搬業者」と、「第十条の二」とあるのは「第十条の十四」と、同号ハ中

「産業廃棄物」とあるのは「特別管理産業廃棄物」と、同項第五号中「第十条の二」と

あるのは「第十条の十四」と読み替えるものとする。 

 

（事業者の帳簿記載事項等） 

第八条の五 法第十二条第十三項において準用する法第七条第十五項の規定による環境省

令で定める事業者の帳簿の記載事項は、次のとおりとする。 

一 令第六条の四第一号に掲げる事業者が設置している事業場に設置されている産業

廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設以外の焼却施設において産業廃棄物の処分

（再生を含む。以下この項において同じ。）を行う場合にあつては、当該施設において

処分される産業廃棄物の種類ごとに、次に掲げる事項（当該産業廃棄物に石綿含有産

業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、石綿

含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等に係るこれらの事

項を含む。）とする。 
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イ 処分年月日 

ロ 処分方法ごとの処分量 

ハ 処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。）後の廃棄物の持出先ごとの持出量 

二 その事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業場の外において自ら当該産業廃棄物

の処分を行う場合にあつては、当該産業廃棄物の種類ごとに、それぞれ次の表の上

欄の区分に応じそれぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

運搬 

１ 当該産業廃棄物を生じた事業場の名称及び所在地 

２ 運搬年月日 

３ 運搬方法及び運搬先ごとの運搬量 

４ 積替え又は保管を行つた場合には、積替え又は保管の場所ごとの搬

出量 

処分 

１ 当該産業廃棄物の処分を行つた事業場の名称及び所在地 

２ 処分年月日 

３ 処分方法ごとの処分量 

４ 処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。）後の廃棄物の持出先ごと

の持出量 

備考 運搬又は処分に係る産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業

廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、上欄の区分に応じそれぞれ

下欄に掲げる事項について、石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又

は水銀含有ばいじん等に係るものを明らかにすること。 

２ 第二条の五第二項の規定は、前項の帳簿について準用する。 

３ 第二条の五第三項の規定は、法第十二条第十三項において準用する法第七条第十六項

の規定による事業者の帳簿の保存について準用する。 

 

（特別管理産業廃棄物の積替えに係る基準） 

第八条の八 令第六条の五第一項第一号ハの環境省令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 あらかじめ、積替えを行つた後の運搬先が定められていること。 

二 搬入された特別管理産業廃棄物の量が、積替えの場所において適切に保管できる量

を超えるものでないこと。 

三 搬入された特別管理産業廃棄物の性状に変化が生じないうちに搬出すること。 

 

（管理票の記載事項） 

第八条の二十一 法第十二条の三第一項の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 管理票の交付年月日及び交付番号 

二 氏名又は名称及び住所 

三 産業廃棄物を排出した事業場の名称及び所在地 

四 管理票の交付を担当した者の氏名 

五 運搬又は処分を受託した者の住所 

六 運搬先の事業場の名称及び所在地並びに運搬を受託した者が産業廃棄物の積替え

又は保管を行う場合には、当該積替え又は保管を行う場所の所在地 

七 産業廃棄物の荷姿 
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八 当該産業廃棄物に係る最終処分を行う場所の所在地 

九 中間処理業者（次号に規定する場合を除く。）にあつては、交付又は回付された当該

産業廃棄物に係る管理票を交付した者の氏名又は名称及び管理票の交付番号 

十 中間処理業者（当該産業廃棄物に係る処分を委託した者が電子情報処理組織使用事

業者である場合に限る。）にあつては、当該産業廃棄物に係る処分を委託した者の氏名

又は名称及び第八条の三十一の二第三号に規定する登録番号 

十一 当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ば

いじん等が含まれる場合は、その数量 

２ 管理票の様式は、様式第二号の十五によるものとする。 

 

（特別管理産業廃棄物を生ずる事業者の帳簿記載事項等） 

第八条の十八 法第十二条の二第十四項において準用する法第七条第十五項の環境省令で

定める事業者の帳簿の記載事項は、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、次の表の上欄の

区分に応じそれぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

運搬 

１ 当該特別管理産業廃棄物を生じた事業場の名称及び所在地 

２ 運搬年月日 

３ 運搬方法及び運搬先ごとの運搬量 

４ 積替え又は保管を行つた場合には、積替え又は保管の場所ごとの搬出量 

処分 

１ 当該特別管理産業廃棄物の処分を行つた事業場の名称及び所在地 

２ 処分年月日 

３ 処分方法ごとの処分量 

４ 処分（埋立処分を除く。）後の廃棄物の持出先ごとの持出量 

２ 第二条の五第二項の規定は、前項の帳簿について準用する。 

３ 第二条の五第三項の規定は、法第十二条の二第十四項において準用する法第七条第十

六項の規定による事業者の帳簿の保存について準用する。 

 

（管理票の写しの送付を受けるまでの期間） 

第八条の二十八 法第十二条の三第八項の環境省令で定める期間は、次の各号に掲げる区

分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。 

一 法第十二条の三第三項前段又は第四項前段の規定による管理票の写しの送付 管

理票の交付の日から九十日（特別管理産業廃棄物に係る管理票にあつては、六十日） 

二 法第十二条の三第五項又は第十二条の五第五項の規定による最終処分が終了した

旨が記載された管理票の写しの送付 管理票の交付の日から百八十日 

 

（運搬受託者の記載事項） 

第八条の二十二 法第十二条の三第三項の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 氏名又は名称 

二 運搬を担当した者の氏名 

三 運搬を終了した年月日 

四 積替え又は保管の場所において受託した産業廃棄物に混入している物（有償で譲渡

できるものに限る。）の拾集を行つた場合には、拾集量 
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（運搬受託者の管理票交付者への送付期限） 

第八条の二十三 法第十二条の三第三項の環境省令で定める期間は、運搬を終了した日か

ら十日とする。 

 

（処分受託者の記載事項） 

第八条の二十四 法第十二条の三第四項の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 氏名又は名称 

二 処分を担当した者の氏名 

三 処分を終了した年月日 

四 当該処分が最終処分である場合にあつては、当該最終処分を行つた場所の所在地 

 

（処分受託者の管理票交付者への送付期限） 

第八条の二十五 法第十二条の三第四項の環境省令で定める期間は、処分を終了した日か

ら十日とする。 

 

（管理票交付者の報告書） 

第八条の二十七 法第十二条の三第七項の規定による管理票に関する報告書は、産業廃棄

物を排出する事業場（同一の都道府県（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第

二百五十二条の十九第一項に規定する指定都市若しくは同法第二百五十二条の二十二

第一項に規定する中核市又は呉市、大牟田市若しくは佐世保市にあつては、市）の区域

内に設置が短期間であり、又は所在地が一定しない事業場が二以上ある場合には、当該

二以上の事業場を一の事業場とする。）ごとに、毎年六月三十日までに、その年の三月三

十一日以前の一年間において交付した管理票の交付等の状況に関し、様式第三号により

作成し、当該事業場の所在地を管轄する都道府県知事に提出するものとする。 

 

（管理票の写しの送付を受けるまでの期間） 

第八条の二十八 法第十二条の三第八項の環境省令で定める期間は、次の各号に掲げる区

分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。 

一 法第十二条の三第三項前段又は第四項前段の規定による管理票の写しの送付 管

理票の交付の日から九十日（特別管理産業廃棄物に係る管理票にあつては、六十日） 

二 法第十二条の三第五項又は第十二条の五第五項の規定による最終処分が終了した

旨が記載された管理票の写しの送付 管理票の交付の日から百八十日 

 

（管理票交付者が講ずべき措置） 

第八条の二十九 管理票交付者は、法第十二条の三第八項に規定するときは、生活環境の

保全上の支障の除去又は発生の防止のために必要な措置を講ずるとともに、次の表の上

欄の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる報告期限までに、様式第四号による報告

書を都道府県知事に提出するものとする。 

区分 報告期限 

前条に規定する期間内に法第十二条の三第三項から第五項まで又 前条に規定する
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は第十二条の五第五項の規定による管理票の写しの送付を受けな

いとき 

期間が経過した

日から三十日以

内 

法第十二条の三第三項から第五項まで又は第十二条の五第五項の

規定に規定する事項が記載されていない管理票の写しの送付を受

けたとき 

当該管理票の写

しの送付を受け

た日から三十日

以内 

虚偽の記載のある管理票の写しの送付を受けたとき 

虚偽の記載のあ

ることを知つた

日から三十日以

内 

法第十四条第十三項又は第十四条の四第十三項の規定による通知

を受けた場合において、産業廃棄物収集運搬業者又は特別管理産業

廃棄物収集運搬業者に引き渡した産業廃棄物（当該通知をした産業

廃棄物収集運搬業者又は特別管理産業廃棄物収集運搬業者にその

運搬を委託したものに限る。）に係る法第十二条の三第三項の規定

による管理票の写しの送付を受けていないとき 

当該通知を受け

た日から三十日

以内 

法第十四条第十三項又は第十四条の四第十三項の規定による通知

を受けた場合において、産業廃棄物収集運搬業者若しくは産業廃棄

物処分業者又は特別管理産業廃棄物収集運搬業者若しくは特別管

理産業廃棄物処分業者に引き渡した産業廃棄物（当該通知をした産

業廃棄物処分業者又は特別管理産業廃棄物処分業者にその処分を

委託したものに限る。）に係る法第十二条の三第四項の規定による

管理票の写しの送付を受けていないとき 

当該通知を受け

た日から三十日

以内 

 

（運搬受託者の管理票等の保存期間） 

第八条の三十 法第十二条の三第九項の環境省令で定める期間は、五年とする。 

 

（処分受託者の管理票の保存期間） 

第八条の三十の二 法第十二条の三第十項の環境省令で定める期間は、五年とする。 

 

（産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃棄物処分業者の帳簿記載事項等） 

第十条の八 法第十四条第十七項において準用する法第七条第十五項の環境省令で定める

事項は、産業廃棄物の種類ごとに、次の表の上欄の区分に応じそれぞれ同表の下欄に掲

げるとおりとする。 

収集又は運搬 

一 収集又は運搬年月日 

二 交付された管理票ごとの管理票交付者の氏名又は名称、交付年月

日及び交付番号 

三 受入先ごとの受入量 

四 運搬方法及び運搬先ごとの運搬量 
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五 積替え又は保管を行う場合には、積替え又は保管の場所ごとの搬

出量 

運搬の委託 

一 委託年月日 

二 受託者の氏名又は名称及び住所並びに許可番号 

三 交付した管理票ごとの交付年月日及び交付番号 

四 運搬先ごとの委託量 

処分 

一 受入れ又は処分年月日 

二 交付又は回付された管理票ごとの管理票交付者の氏名又は名称、

交付年月日及び交付番号 

三 受け入れた場合には、受入先ごとの受入量 

四 処分した場合には、処分方法ごとの処分量 

五 処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。）後の産業廃棄物の持出

先ごとの持出量 

処分の委託 

一 委託年月日 

二 受託者の氏名又は名称及び住所並びに許可番号 

三 交付した管理票ごとの交付年月日及び交付番号 

四 交付した管理票ごとの、交付又は回付された受け入れた産業廃棄

物に係る管理票の管理票交付者の氏名又は名称、交付年月日及び交

付番号 

五 交付した管理票ごとの、受け入れた産業廃棄物に係る第八条の三

十一の二第三号の規定による通知に係る処分を委託した者の氏名又

は名称及び登録番号 

六 情報処理センターへの登録ごとの、交付又は回付された受け入れ

た産業廃棄物に係る管理票の管理票交付者の氏名又は名称、交付年

月日及び交付番号 

七 情報処理センターへの登録ごとの、受け入れた産業廃棄物に係る

第八条の三十一の二第三号の規定による通知に係る処分を委託した

者の氏名又は名称及び登録番号 

八 受託者ごとの委託の内容及び委託量 

備考 収集若しくは運搬、運搬の委託、処分又は処分の委託に係る産業廃棄物に石綿

含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合

は、上欄の区分に応じそれぞれ下欄に掲げる事項について、石綿含有産業廃棄物、

水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等に係るものを明らかにすること。 

２ 前項の帳簿は、事業場ごとに備え、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号

に定めるところにより記載しなければならない。 

一 前項の表収集又は運搬の項二に掲げる事項及び同表処分の項二に掲げる事項 管

理票を交付又は回付された日から十日以内に記載すること。 

二 前項の表運搬の委託の項三に掲げる事項及び同表処分の委託の項三から七までに

掲げる事項 管理票に係る産業廃棄物の引渡しまでに記載すること。 

三 前二号以外の事項 前月中における当該事項について、毎月末までに記載すること。 



52 

３ 第二条の五第三項の規定は、法第十四条第十七項において準用する法第七条第十六項

の規定による産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃棄物処分業者の帳簿の保存について

準用する。 

 

（特別管理産業廃棄物処分業の許可の基準） 

第十条の十七 法第十四条の四第十項第一号（法第十四条の五第二項において準用する場

合を含む。）の規定による環境省令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 特別管理産業廃棄物の処分（埋立処分を除く。以下この号において同じ。）を業とし

て行う場合 

イ 施設に係る基準 

（７） 廃石綿等の処分を業として行う場合には、当該廃石綿等の処分に適する溶

融施設その他の処理施設を有すること。 

 

（特別管理産業廃棄物収集運搬業者及び特別管理産業廃棄物処分業者の帳簿記載事項

等） 

第十条の二十一第 1 項から第 3 項にかけて全部、 

第十条の二十一 法第十四条の四第十八項において準用する法第七条第十五項の環境省令

で定める事項は、特別管理産業廃棄物の種類ごとに、次の表の上欄の区分に応じそれぞ

れ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

収集 又 は運

搬 

一 収集又は運搬年月日 

二 交付された管理票ごとの管理票交付者の氏名又は名称、交付年月日

及び交付番号 

三 受入先ごとの受入量 

四 運搬方法及び運搬先ごとの運搬量 

五 積替え又は保管を行う場合には、積替え又は保管の場所ごとの搬出   

 量 

運搬の委託 

一 委託年月日 

二 受託者の氏名又は名称及び住所並びに許可番号 

三 交付した管理票ごとの交付年月日及び交付番号 

四 運搬先ごとの委託量 

処分 

一 受入れ又は処分年月日 

二 交付又は回付された管理票ごとの管理票交付者の氏名又は名称、交

付年月日及び交付番号 

三 受け入れた場合には、受入先ごとの受入量 

四 処分した場合には、処分方法ごとの処分量 

五 処分（埋立処分を除く。）後の産業廃棄物の持出先ごとの持出量 

の委託 

一 委託年月日 

二 受託者の氏名又は名称及び住所並びに許可番号 

三 交付した管理票ごとの交付年月日及び交付番号 

四 交付した管理票ごとの、交付又は回付された受け入れた特別管理産
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業廃棄物に係る管理票の管理票交付者の氏名又は名称、交付年月日及

び交付番号 

五 交付した管理票ごとの、受け入れた特別管理産業廃棄物に係る第八

条の三十一の二第三号の規定による通知に係る処分を委託した者の

氏名又は名称及び登録番号 

六 情報処理センターへの登録ごとの、交付又は回付された受け入れた

特別管理産業廃棄物に係る管理票の管理票交付者の氏名又は名称、交

付年月日及び交付番号 

七 情報処理センターへの登録ごとの、受け入れた特別管理産業廃棄物

に係る第八条の三十一の二第三号の規定による通知に係る処分を委

託した者の氏名又は名称及び登録番号 

八 受託者ごとの委託の内容及び委託量 

２ 第十条の八第二項の規定は、前項の帳簿について準用する。 

３ 第二条の五第三項の規定は、法第十四条の四第十八項において準用する法第七条第十

六項の規定による特別管理産業廃棄物収集運搬業者及び特別管理産業廃棄物処分業者

の帳簿の保存について準用する。 

 

（産業廃棄物処理施設の技術上の基準） 

第十二条の二 法第十五条の二第一項第一号の規定による産業廃棄物処理施設の技術上の

基準は、前条に定めるもののほか、この条の定めるところによる。 

14 令第七条第十一号の二に掲げる施設の技術上の基準は、次のとおりとする。 

一 外気と遮断された状態で廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物を溶融炉内に投入する

ことができる供給装置が設けられていること。ただし、廃棄物の溶融中に廃棄物を投

入することができない溶融施設にあつては、この限りでない。 

二 次の要件を備えた溶融炉が設けられていること。 

イ 廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物を摂氏千五百度以上の状態で溶融することがで

きるものであること。 

ロ イの温度を廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の溶融に必要な滞留時間の間保つこ

とができるものであること。 

ハ 適切な溶融炉内の温度を保つため、溶融炉内の空気量を調節することができる設

備その他の必要な設備が設けられていること。 

三 溶融炉内の温度を間接的に把握することができる位置に、当該位置の温度を連続的

に測定し、かつ、記録するための装置が設けられていること。ただし、溶融炉内の温

度を直接的、かつ、連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられている場

合は、この限りでない。 

四 排気口又は排気筒から排出される排ガスによる生活環境の保全上の支障が生じな

いようにすることができる排ガス処理設備（ばいじんを除去する高度の機能を有する

ものに限る。）が設けられていること。 

五 溶融処理に伴い生ずる物（ばいじんを除く。以下「溶融処理生成物」という。）の流

動状態が確認できる設備が設けられていること。 

六 溶融炉内に石綿含有産業廃棄物を投入するために必要な破砕を行う場合にあつて
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は、次の要件を備えた破砕設備が設けられていること。 

イ 投入する廃棄物に破砕に適さないものが含まれていないことを連続的に監視する

ために必要な措置が講じられていること。 

ロ 建物の中に設けられていること。ただし、周囲に石綿含有産業廃棄物が飛散しな

いように破砕設備と一体となつた集じん器が設けられている場合は、この限りでな

い。 

ハ 破砕によつて生ずる粉じんの周囲への飛散を防止するために必要な集じん器（粉

じんを除去する高度の機能を有するものに限る。）及び散水装置その他必要な装置

が設けられていること。 

 

（産業廃棄物処理施設の維持管理の技術上の基準） 

第十二条の七 法第十五条の二の三第一項の規定による産業廃棄物処理施設の維持管理の

技術上の基準は、前条に定めるもののほか、この条の定めるところによる。 

14 令第七条第十一号の二に掲げる施設の維持管理の技術上の基準は、次のとおりとする。 

一 廃棄物の溶融中に溶融炉内へ廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物を投入する場合は、

外気と遮断した状態で行うこと。 

二 溶融炉内に投入された廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の温度を速やかに摂氏千

五百度以上とし、これを保つこと。 

三 溶融炉内に投入された廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の数量及び性状に応じ、溶

融処理に必要な滞留時間を調節すること。 

四 溶融炉内の温度を間接的に把握することができる位置の温度を連続的に測定し、か

つ、当該温度及び当該温度から推定される溶融炉内の温度を記録すること。ただし、

第十二条の二第十四項第三号ただし書に規定する装置を用いて溶融炉内の温度を直

接的、かつ、連続的に測定し、記録する場合は、この限りでない。 

五 排気口又は排気筒から排出される排ガス中の石綿の濃度を六月に一回以上測定し、

かつ、記録すること。 

六 溶融処理生成物が環境大臣が定める基準に適合していることを確認するための試

験を六月に一回以上行い、かつ、その結果を記録すること。 

七 排ガスによる生活環境の保全上の支障が生じないようにすること。 

八 排ガス処理設備にたい積したばいじんを除去すること。 

九 溶融炉が適正に稼働していることを確認するため、溶融処理生成物の流動状態が適

正であることを定期的に確認すること。 

十 火災の発生を防止するために必要な措置を講ずるとともに、消火器その他の消火設

備を備えること。 

十一 溶融炉内に石綿含有産業廃棄物を投入するために必要な破砕を行う場合にあつ

ては、次によること。 

イ 投入する廃棄物に破砕に適さないものが含まれていないことを連続的に監視する

こと。 

ロ 破砕によつて生ずる粉じんの周囲への飛散を防止するために必要な措置を講ず 

ること。 

ハ 集じん器の出口における排ガス中の石綿の濃度を六月に一回以上測定し、かつ、

記録すること。 
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ニ 集じん器にたい積した粉じんを除去すること。 

 

（特別管理産業廃棄物保管基準） 

第八条の十三 法第十二条の二第二項の規定による特別管理産業廃棄物保管基準は、次の

とおりとする。 

五 特別管理産業廃棄物の種類に応じ、次に掲げる措置を講ずること。 

ヘ 特別管理産業廃棄物である廃石綿等にあつては、梱包すること等当該廃石綿等の

飛散の防止のために必要な措置 

 


